
 

 

 
 

 
 

 

埼玉県第４期科学技術基本計画 
 

平成２９年度～平成３３年度 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

埼 玉 県 
 

 

彩の国 

埼玉県のマスコット 

「コバトン」＆「さいたまっち」 



 

 

 



 

 

ごあいさつ 

 

 本県の人口は戦後一貫して増加してきましたが、間もなく 

減少に転じると見込まれています。また、高齢者数の急速な 

増加や生産年齢人口の減少が続いており、人手不足の顕在化、 

経済の活力低下といった課題が生じています。 

 

 こうした中、ＩＣＴを活用した技術は飛躍的に進歩してお 

り、ＩｏＴやビッグデータ、ＡＩの活用がもたらす技術革新 

は「第４次産業革命」とも言われ、社会に大きな変革をもた 

らしつつあります。 

 

 私は、本県の課題を解決する鍵は、こうした新たな技術の積極的な活用にあると考え

ます。新たな技術を活用することで、生産年齢人口の減少を補いつつ、「ものづくり」の

生産性を向上させ、社会の活力を維持し高めていくことが可能となります。 

 

 そこで、埼玉県では、平成２９年度から３３年度までの科学技術振興の指針となる「埼

玉県第４期科学技術基本計画」を策定しました。 

 

 この計画では、「『稼ぐ力』を高める」、「科学技術を活用した暮らしやすい社会をつく

る」、「科学技術イノベーションを支える『人財』を育てる」の３つの基本目標を掲げて

おり、それを実現するための８つの施策に取り組むこととしています。 

 

 従来から取り組んできた医療・福祉・環境といった県民生活に密接に関係する技術の

普及や、科学技術を担う人材育成の一層の推進をはじめ、ＩｏＴやロボットを活用した

「ものづくり」のスマート化の推進など、新たな取組も積極的に進めていきます。 

 

 科学技術発展の恩恵を県民や企業の皆様が広く享受できるよう、県は今後とも科学技

術を活用した県民生活の質の向上や県内産業の振興にしっかりと取り組んでまいります。

皆様の御支援、御協力を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。 

  

 結びに、この計画の策定に当たり貴重な御意見、御提言をいただきました「埼玉県科

学技術会議」の委員の皆様をはじめ、関係する皆様に心から御礼を申し上げます。 

 

 平成２９年３月 
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第１章 はじめに 

 

１ 計画策定の趣旨 

 

 科学技術は発展を続け、新たな技術を用いた製品やサービスが日々、生み出されています。

また、科学技術の進歩は通信や移動、健康管理など、私たちの生活に密接に関わりながら、

利便性を高めるために欠かせないものとなっています。 

 近年、特に情報通信技術（Information and Communication Technology、以下「ＩＣＴ*」

という。）の発展はめざましく、あらゆるモノがインターネットに接続されるＩｏＴ*

（Internet of Things）の技術や人工知能*（Artificial Intelligence、以下「ＡＩ」とい

う。）をめぐる技術は加速度的に進歩しています。 

 また、本県では、平成２７年（２０１５年）には６５歳以上の人口が１７９万人に達し、

総人口約７２６万人の２４．７％を占めることとなりました。「超高齢社会*」に突入したこ

とになりますが、今後、高齢者人口がさらに増加する一方で生産年齢人口*の減少が予想され

ており、社会活力の低下が懸念されています。 

そうした変化の大きい時代の中、経済・産業の振興、少子高齢化への対応、環境・エネルギ

ー問題への対応など、多種多様な課題の解決に寄与するため、科学技術に対する期待はこれ

まで以上に高まっています。 

 これまで、本県では、科学技術の振興を図る指針とするため、平成９年度（１９９７年度）

に「埼玉県科学技術基本計画」（平成９年度～平成１８年度）、平成１８年度（２００６年度）

に「埼玉県第２期科学技術基本計画」（平成１９年度～平成２３年度）、平成２４年度（２０

１２年度）には「埼玉県第３期科学技術基本計画」（平成２４年度～平成２８年度）を策定し、

科学技術に係る施策を総合的に推進してきました。 

 これまでの取組や新たな情勢の変化などを踏まえ、第３期計画の計画期間終了に伴い、新

たな科学技術振興の指針とするため、平成２９年度（２０１７年度）を初年度とする「埼玉

県第４期科学技術基本計画」を策定します。 

 

２ 計画の役割 

 

 「埼玉県第４期科学技術基本計画」は、これからの１０年を見据えた中で、今後の本県に

おける科学技術振興を図るための指針とします。 

 計画の策定に当たっては、平成２８年（２０１６年）に国が定めた第５期科学技術基本計

画の方向性や、県の総合計画である「埼玉県５か年計画－希望・活躍・うるおいの埼玉－」

の基本的な考え方や施策を踏まえた内容とし、科学技術の活用による産業振興や地域課題の

解決、人材育成を柱に据えた計画とします。 
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３ 計画の期間 

 

 計画の期間は、平成２９年度（２０１７年度）から平成３３年度（２０２１年度）までの

５年間とします。 
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第２章 科学技術をめぐる現状と課題 

 

 

１ 国際的な産業競争力の低下と回復途上の経済成長 

  

 （１）日本の経済成長率の推移 

 

 日本の名目ＧＤＰ*は、平成１７年（２００５年）以降、５００兆円超で推移してきました

が、平成２０年（２００８年）に発生したリーマン・ショックの影響により大きく落ち込み

ました。平成２４年（２０１２年）以降は上昇傾向にありますが、東日本大震災の影響等も

あり、平成２６年（２０１４年）時点ではまだ平成１９年（２００７年）以前の水準までは

回復していません。 

 一方で、中国、インド、ＡＳＥＡＮを代表とする新興国は相対的に高い経済成長を続ける

見込みであることから、世界経済に占める日本経済の構成比は縮小する見通しです。 

 

 

表 1  日本の名目ＧＤＰの推移 

  

H17 

2005 

H18 

2006 

H19 

2007 

H20 

2008 

H21 

2009 

H22 

2010 

H23 

2011 

H24 

2012 

H25 

2013 

H26 

2014 

名目ＧＤＰ 
（兆円） 

525.8 529.3 531.0 509.4 492.1 499.2 493.9 494.7 507.4 517.9 

 

 

 
図 1  日本の名目ＧＤＰ、実質ＧＤＰの推移（前年度比） 

資料：平成２７年度国民経済計算年次推計（内閣府） 

% 
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 （２）国際的な競争力指標から見た日本の現状 

 

 日本の国際競争力に関する評価は、国際競争力ランキングを見ることで分かります。国際

経営開発研究所*（International Institute for Management Development）が発表している

「世界競争力年鑑*（World Competitiveness Yearbook）」によると、日本の順位は平成４年

（１９９２年）には１位でしたが、その後下降を続け、平成１４年（２００２年）には２７

位まで下落しました。その後、持ち直しの傾向はあるものの、平成２６年（２０１４年）の

順位は２１位にとどまっています。 

 

 

 

図 2  ＩＭＤによる国際競争力ランキング 

資料：平成２６年版情報通信白書（総務省） 

 

 

順位 
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２ 第４次産業革命による変革と新たなビジネスモデルの出現 

 

 （１）「第４次産業革命」の進展 

 

 近年、ＩＣＴを活用した技術は飛躍的に進歩しています。とりわけ、ＩｏＴやビッグデー

タ*、ＡＩといった「新たなＩＣＴ」を活用した生産の効率化、サプライチェーンの最適化な

どの取組に係る技術革新は「第４次産業革命*」とも言われ、ものづくりの現場に大きな変革

を与えつつあります。 

 ＩｏＴで想定されているネットワークに接続される機器には、パソコンやスマートフォン

だけでなく、自動車や家電、産業用設備など、従来通信機能を備えていなかった機器が挙げ

られます。アメリカの調査会社（IHS Technology）は、全世界のインターネットにつながる

モノ（ＩｏＴデバイス）の数を、平成２７年（２０１５年）時点の約１５４億個から平成   

３２年（２０２０年）には約３０４億個まで増大すると推定していますが、特に自動車や産

業分野でのＩｏＴが世界的に注目されています。 

 ＩｏＴにより、私たちの身の回りの機器などから生み出される膨大なデータは蓄積され、

ビッグデータ化します。そのビッグデータをＡＩ等を用いて分析し、ロボットなどを通じた

アクションにつなげることで、さらなる技術革新を起こす好循環が実現する可能性がありま

す。 

 なお、産業分野におけるＩｏＴの取組はドイツやアメリカが先行しています。新たな成長

市場を獲得するため、日本の技術力を生かした取組が求められています。 

 

 

 

図 3  ＩｏＴ・ビッグデータ・ＡＩ等のデータをめぐる技術革新 

資料：第４次産業革命への対応の方向性（経済産業省） 
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 （２）ものづくりの変革と新たなビジネスモデルの出現 
 

 「新たなＩＣＴ」の急速な進歩により、膨大なデータの取得や分析、処理が可能となるた

め、ものづくりに変革が生じるとともに、新たなビジネスモデルが生まれる可能性がありま

す。「新たなＩＣＴ」の進歩が産業に与える影響は、次の３つの展開に整理することができま

す。 
 

①  ものづくりの効率化 

 複数の工場における生産状況や受注、在庫、物流といったデータを収集・分析する

ことで、生産工程とサプライチェーンにおける無駄や改善点を発見することが可能

となり、ものづくりの生産効率の向上を図ることが可能となります。 

②  既存産業における「新たなＩＣＴ」の活用による新展開 

 自動車や家電など、様々な分野の既存産業において「新たなＩＣＴ」の活用が進展

しています。特に、自動車産業においてはＡＩや自動運転走行システム*を搭載し

た自動車やコネクテッドカー*開発の進展が見込まれるなど、ＩＣＴの活用が急速

に高度化しています。さらに、ＩｏＴの活用により、機械の部品が壊れる兆候を事

前に捕捉し、交換を促すなどの新たなサービスが社会に浸透する可能性があります。 

③  新たなビジネスモデルの出現 

 ＩｏＴ等の技術の活用により、ものづくりとサービスが複合した新たなビジネスモ

デルが生まれる可能性もあります。例えば、ウェアラブルデバイス*を利用して継

続的に健康データを記録・分析し、一人一人の健康状態に応じた医療・健康の支援

プログラムの利用を提案するなどの展開が考えられます。 
 

 
図 4  ＩｏＴやビッグデータによる新たなビジネスサイクルの出現 

資料：製造基盤白書２０１５年版（経済産業省） 
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 ＩｏＴやビッグデータ、ＡＩといった「新たなＩＣＴ」やロボットに関する技術は幅広い

産業で利用される基盤技術となります。また、こうした新たな産業を切り開く分野において

は、ベンチャー企業の活躍・飛躍の可能性が大きいと考えられます。 

 今後のものづくりにおける「新たなＩＣＴ」活用の展開を鑑み、県内企業がいち早く流れ

に乗れるよう、本県としても支援する必要があります。 

 

 

■コラム  ＩｏＴ（Internet of Things）を活用した製品の例 

 

 

図 5  ウェアラブル端末の例 

資料：ＩｏＴ時代におけるＩＣＴ産業の構造分析とＩＣＴによる 

経済成長への多面的貢献の検証に関する調査研究（総務省） 

 

 ＩｏＴを活用した製品として、ウェアラブル端末が注目されています。 

 ウェアラブル端末は、身につけて持ち歩くことができる情報端末であり、端末に搭載されたセンサーを

通じて装着している人の生体情報等を取得・送信することができ、様々な用途で活用が期待されます。 

 ウェアラブルカメラやスマートウォッチなど製品種別が幅広く、電子機器メーカーだけでなく医療機器

メーカーやスポーツメーカー等の様々な業種が端末の開発やサービス提供に参入しています。 

 一般消費者向け（ＢtoＣ）には、カメラやスマートウォッチ等の機能付与型と活動量計等のモニタリン

グ型があり、業務用（ＢtoＢ）には、医療・警備等の分野で人間の高度な作業を支援する機能付与型端末

と従業員や作業員の作業や環境を管理・監視するモニタリング型端末などが実用化されています。 

 現在は医療・ヘルスケア系の端末が市場の約半分程度を占めていますが、今後は、フィットネス・ウェ

ルネス系などの端末が大きく成長することが予想されています。 

 第 2章 科学技術をめぐる現状と課題 
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■コラム  ビッグデータの活用事例「天気予報で物流を変える」 

 

 

図 6  ビッグデータを活用した食品ロス削減・省エネ物流の推進 

資料：経済産業省公表資料 

 

 天気予報で物流を変えることを目指して、経済産業省と日本気象協会が連携し、気象情報を核とした高

度な需要予測情報を食品メーカー（製）・卸売事業者（配）・小売事業者（販）と共有し、食品ロスの削減

と返品・返送、回収、廃棄、リサイクルなどで不要に発生している二酸化炭素の削減を目指す取組を行い

ました。 

 食品の物流では、製・配・販の各社がそれぞれ独自に、気象情報やＰＯＳ（販売時点情報管理）データ

などに基づいて需要予測を行うのが一般的ですが、流通段階で生産や注文量にミスマッチが起こり、廃棄

や返品ロスなどの無駄が生じる一因となっています。 

 そこで、本プロジェクトでは、日本気象協会が気象情報に加えてＰＯＳデータなどのビッグデータも解

析し、高度な需要予測を行った上で製・配・販の各社に提供しました。 

 これにより、気象状況によって売上の変化が大きい日配品とされる「豆腐」を対象として実証実験を行

った結果、食品ロスの約３０％削減を達成するなど、気象情報を利用することにより生産活動の効率化が

可能であることが確認されました。 

 このように、ビッグデータを分析することで、新たな価値や知見を生み出すことが可能となります。 

          第 2章 科学技術をめぐる現状と課題 
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■コラム  ＡＩ（人工知能）技術の利活用イメージ 

 

 

図 7  教育分野におけるＡＩ（人工知能）活用イメージ 

資料：「新たな情報通信技術戦略の在り方」第２次中間答申（総務省） 

 

 ＡＩ技術により、将来、私たちの生活はどのように変わるのでしょうか。 

 様々な分野で利活用が期待されるＡＩ技術ですが、ここでは「教育分野」におけるイメージを紹介しま

す。 

①オーダーメイド教育の提供、家庭教師ロボットによる教育 

 教育現場のＩＣＴ化が進み、生徒一人一人の学習状況をデータとして蓄積し、理解・進捗度に合わせ

て自動的にカスタマイズしたデジタル教材を提供するオーダーメイド教育が既に実用化されています。  

 今後は、生徒一人一人の学習の進捗に合わせて、多様な対話で生徒の興味・好奇心を引き出しながら

知識を伝授する家庭教師ロボットが出現する可能性があります。 

②職人的技術の継承 

 手足や指の動作をセンサーで解析し、職人の模範となる繊細な動きと比較することによって、効率的

にスキル習得を目指す取組が進められています。こうした技術は、通常、スキル習得に長い年月を要す

る伝統技術の継承に必要とする期間の短縮など、消滅が懸念される技術の存続への寄与が期待されます。 
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３ 超高齢社会の到来に伴う医療・健康・福祉ニーズの増大 

 

 （１）日本の人口と高齢化率の推移 

 

 日本の人口は増加してきましたが、国立社会保障・人口問題研究所の将来推計によると、

平成２２年（２０１０年）をピークに平成２７年（２０１５年）以降は減少に転じると推測

されてきました。 

 実際、総務省が平成２８年（２０１６年）５月に公表した、平成２７年（２０１５年）国

勢調査速報値によると、平成２７年（２０１５年）１０月１日現在の日本の総人口は１億２，

７１１万人となり前回調査から９４万７千人が減少しました。大正９年（１９２０年）の調

査開始以来、人口が減少に転じたのは初めてのことであり、ついに日本は人口減少時代に突

入したことが明らかとなりました。 

 また、高齢化率（総人口に占める６５歳以上の人口の割合）は増加を続け、平成３７年  

（２０２５年）には人口の約３割が高齢者になると推測されています。 

 

 

 

図 8  全国の人口及び高齢化率の推移 

資料：平成２２年までは国勢調査（総務省）、平成２７年は国勢調査速報値、 

   平成３２年以降は日本の将来推計人口（平成２４年１月推計） 

   （国立社会保障・人口問題研究所） 
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 （２）医療や福祉、健康に関するニーズの高まり 

 

 我が国は、世界に先駆けて超高齢社会を迎えることとなり、今後、医療や福祉、健康に関

するニーズが一層高まることが予想されます。 

 国内の医療費支出の増加等の背景もあり、国内の医療機器や医薬品の生産額も増加してい

ます。医療機器の生産額は、平成１７年（２００５年）年には約１兆５，７００億円でした

が、平成２６年（２０１４年）には約２兆円とおよそ２７％増加しており、さらなる市場規

模の拡大が予測されています。 

 なお、医薬品の生産額が平成２６年（２０１４年）に大きく下落しているのは、国による

薬価改定*が影響しているものと考えられます。 

 

 文部科学省科学技術・学術政策研究所が実施した「第１０回科学技術予測調査」によると、

平成４２年（２０３０年）には、健康産業の創生や医療の効率化に、健康・医療関連のビッ

グデータが寄与することとなるとしています。 

 最先端の医療技術の導入やビッグデータの活用による新たな健康サポートサービスの創出

などにより国民の健康寿命を延伸することができれば、医療費支出の削減とともに、誰もが、

毎日健康で生き生きと暮らすことができる「健康長寿社会」の実現も可能となります。また、

医療や健康サポートに係る先端技術の海外輸出等により、今後、高齢化が進展する海外で大

きな市場を得られる可能性もあります。 

 

 

 
図 9  医療機器等生産額の推移 

資料：薬事工業生産動態統計（厚生労働省）  

 

 

兆円 兆円 
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４ 地球温暖化など環境・エネルギー問題への対応 

 

 （１）グローバルな課題としての地球温暖化対策 

 

 途上国の経済発展などに伴い、地球規模でエネルギー不足・環境破壊の深刻化が進展して

います。こうした状況を受け、平成２７年（２０１５年）１１月末には国連気候変動枠組条

約第２１回締約国会議（ＣＯＰ２１）*が開催され、国際的な地球温暖化対策の枠組みである

パリ協定が締結されました。パリ協定に基づき日本政府が平成２８年（２０１６年）年５月

に策定した地球温暖化対策計画において、温室効果ガス排出量を平成４２年（２０３０年）

までに２６％削減（平成２５年（２０１３年）比）するという目標を設定しました。 

 政府は地球温暖化対策と経済成長を両立させる鍵として「革新的技術の開発」を掲げ、新

素材や次世代蓄電池などの開発を加速させることとしており、今後、環境分野の先端技術の

研究開発が進むことが期待されます。 

 

 （２）環境にやさしい新たなエネルギーの普及 

 

 東日本大震災により発生した電力不足を契機として、エネルギー使用量の削減や新たなエ

ネルギーの創造、余剰なエネルギーを蓄える技術の開発・普及が社会的課題となりました。 

 こうした情勢を背景として、水素などの新たなエネルギーが注目を集めるとともに、エネ

ルギー分野の市場拡大も予測されています。 

 例えば、国内のスマートハウス*関連市場は平成２４年（２０１２年）の約１．８兆円から

平成３２年（２０２０年）年に約３．６兆円へと約２倍に拡大することが予測されています。 
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５ 生産年齢人口の減少に伴う科学技術人材の確保 

 

 （１）生産年齢人口と研究者・技術者の減少 

 

 今後、総人口の減少とともに、生産年齢人口（１５～６４歳の人口）の急激な減少が予想

されています。平成１２年（２０００年）には８，６２２万人だった生産年齢人口は、平成

４７年（２０３５年）には６，３４３万人へと約２６．４％の減少が見込まれています。 

 また、国内の科学技術を担う研究者や技術者の数も減少しており、平成１２年（２０００

年）に１５９，４３０人だった研究者は、平成２２年（２０１０年）には１１５，８８０人

となり、約２７．３％と大きく減少しています。（29頁の表 9、30頁の表 10参照） 

 生産年齢人口が減少する中、科学技術に関する技術やノウハウの維持、発展を図るために

は、科学技術を担う人材を確保し、育てる取組がより一層重要となってきます。 

 

 

 
図 10  年齢３区分別人口の推移見通し（全国） 

資料：平成２２年までは国勢調査（総務省）、平成２７年は国勢調査速報値、 

   平成３２年以降は日本の将来推計人口（平成２４年１月推計） 

   （国立社会保障・人口問題研究所） 

 

 

 （２）数学・理科を使う職業への関心の低さ 

 

 児童生徒の算数・数学、理科の到達度に関する国際的な調査である「国際数学・理科教育

動向調査（ＴＩＭＳＳ、平成２３年（２０１１年）実施）」によると、日本の小学校４年生及

び中学校２年生の算数・数学、理科の平均得点は、国際的にトップクラスに位置しています。 

 また、同調査によれば、「勉強が楽しい」と回答した児童生徒の割合は、算数・数学、理科

のいずれの科目においても過去（平成１５年（２００３年）、平成１９年（２００７年）に実

万人 
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施）の調査より増加しています。国際平均と比較するとまだ低水準にあり、また、小学生よ

りも中学生の方が国際平均との差が大きい傾向も変わりませんが、これらの科目に関する日

本の児童生徒の苦手意識が改善しつつあることが分かります。 

 一方、「将来、自分が望む仕事につくために、数学、理科で良い成績をとる必要がある」と

答えた中学校２年生の割合は、数学では６２％（国際平均８３％）、理科では４７％（国際平

均７０％）にとどまっています。 

 さらに、「数学、理科を使うことが含まれる職業につきたいか」という設問に対する中学校

２年生の回答は、数学を使う職業については１８％（国際平均５２％）、理科を使う職業につ

いては２０％（国際平均５６％）と低く、国際平均とも非常に大きな差が生じています。 

 このことから、日本の児童生徒は算数・数学、理科に関する学力があり、苦手意識も改善

しつつあるものの、それを将来の職業に結びつけることが出来ていないことが分かります。 

 将来の科学技術を担う人材を育成するためには、理数科教育の充実と併せて、将来の職業

をイメージできる機会を増やしていくことが重要だと考えられます。 

 

 

表 2  ＴＩＭＳＳ平均得点の推移 

  
H15 

2003 

H19 

2007 

H23 

2011 

小学校 

４年生 

算数 
565点 

(3位/25か国） 

568点 

(4位/36か国） 

585点 

(5位/50か国） 

理科 
543点 

(3位/25か国） 

548点 

(4位/36か国） 

559点 

(4位/50か国） 

中学校 

２年生 

数学 
570点 

(5位/46か国） 

570点 

(5位/49か国） 

570点 

(5位/42か国） 

理科 
552点 

(6位/46か国） 

554点 

(3位/49か国） 

558点 

(4位/42か国） 

資料：国際数学・理科教育動向調査（ＴＩＭＳＳ２０１１）のポイント（文部科学省）  

 

 

表 3  ＴＩＭＳＳ「勉強は楽しい」と答えた割合（％） 

  
小学校 中学校 

算数 理科 数学 理科 

H15 

2003 
65  81  39  59  

H19 

2007 
70  87  40  59  

H23 

2011 
73  90  48  63  

国際平均 

2011 
84  88  71  80  

資料：国際数学・理科教育動向調査（ＴＩＭＳＳ２０１１）のポイント（文部科学省）  
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表 4  ＴＩＭＳＳ「将来、自分が望む仕事につくために、数学、理科で 

良い成績をとる必要がある」と答えた割合（％） 

  
中学校 

数学 理科 

H15 

2003 
47  39  

H19 

2007 
57  45  

H23 

2011 
62  47  

国際平均 

2011 
83  70  

資料：国際数学・理科教育動向調査（ＴＩＭＳＳ２０１１）のポイント（文部科学省）  

 

 

 （３）「プロフェッショナル人材」の育成及び掘り起こし 

 

 第４次産業革命などの変化の激しい時代にあっては、企業や大学等が連携して、新たな技

術や産業分野に対応できる人材を育成することが必要となってきます。 

 また、生産年齢人口の減少に伴い、必要なスキルを持つ人材の確保が困難となる産業分野

が生じることも予想されます。 

 そうした情勢にあっては、一度社会に出た社会人が必要な知識やスキルを学び直す機会を

得られる環境を整えるとともに、「プロフェッショナル人材」の掘り起こしと活躍の場をつく

ることが重要です。 

 

 

 （４）中小企業等の経営者の高齢化の進展 

 

 中小企業白書によると、人口全体の高齢化に併せて、中小企業等の経営者の高齢化が進展

しています。 

 図 11 は、年齢別の自営業主*の経年推移を示したものです。この図を見ると、昭和５７年

（１９８２年）時点では３０～４０歳代の自営業主が多いですが、年を追うごとに高齢の方

が占める割合が高まり、平成２４年（２０１２年）の時点においては、全体に占める割合が

最も高いのは、６０～６４歳の年齢層となっています。 
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図 11  年齢階級別自営業主の推移 

資料：中小企業白書（中小企業庁）（元データ：労働力調査（総務省））  

 

 

 こうした中、中小企業・小規模事業者*の事業継続の意思を見ると、図 12のとおり、「事業

を何らかの形で他者に引継ぎたい」と考えている層は、中規模企業では６３．５％ですが、

小規模事業者では４２．７％にとどまります。さらに、小規模事業者では、「自分の代で廃業

することもやむを得ない」と考えている層が２割超存在することが分かります。 

 廃業等により、企業が培ってきた技術力・ノウハウの喪失を防ぐためにも、中小企業のサ

ポート体制の強化が重要です。 

 

 

 
図 12  現経営者の事業継続の意思 

資料：中小企業白書（中小企業庁）（元データ：中小企業者・小規模企業者の経営実態及び 

    事業承継に関するアンケート調査（中小企業庁委託、(株)帝国データバンク実施））  

(S57) (H4) (H14) (H24) 
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６ 国の科学技術政策の動向 

 

 （１）第５期科学技術基本計画 

 

 国では、１０年先を見通した５年間の科学技術の振興に関する総合的な計画とするため、

科学技術基本法（平成７年法律第１３０号）に基づき、科学技術基本計画を策定しています。 

 第５期科学技術基本計画（平成２８年度（２０１６年度）～３２年度（２０２０年度））で

は、ネットワークやＩｏＴを活用する取組がものづくり分野を中心として全世界的に広がり

つつある中、ＩｏＴ等の活用をものづくりだけでなく様々な分野に広げ、経済成長や健康長

寿社会の形成、さらには社会変革へとつなげていくことを掲げています。 

 サイバー空間*と現実社会が高度に融合した「超スマート社会*」を共有し、その実現に向

けた一連の取組を「Society5.0*」と定義付けて強力に推進することとしています。 

 そのため、「超スマート社会」の実現に必要となるサービスなどのシステム化（システムの

高度化）、複数のシステム間の連携協調を行うため、産学官連携で共通的なサービスプラット

フォームの構築等を図ることとしています。 

 

 

 

図 13  超スマート社会サービスプラットフォームのイメージ 

資料：第５期科学技術基本計画（文部科学省）  

 

 

 国の第５期科学技術基本計画が示した方向性を踏まえ、本県としても地方自治体として「超

スマート社会」の実現に寄与すべく、国が構築するプラットフォームを最大限活用するとと

もに、産業振興や人材育成、社会的課題解決に向けて取り組むことが重要です。 
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第３章 埼玉県の現状と課題 

 

 

１ 本県の現状 

  

 （１）本県の人口と高齢化率の推移 

 

 本県の人口は戦後一貫して増加してきました。平成２７年（２０１５年）の人口は７２６

万１千人（平成２７年国勢調査速報値）で、緩やかな増加傾向が続いていますが、間もなく

減少に転ずると見込まれています。 

 高齢化率は急速に増加し、平成２７年（２０１５年）には２４．７％と「超高齢社会」の

水準に達しています。高齢化率は今後も増加を続け、平成４２年（２０３０年）には人口の約

３割が高齢者になると推測されています。 

 

 

 

図 14  本県の人口及び高齢化率の推移 

資料：平成２２年までは「国勢調査」（総務省）、 

平成２７年は国勢調査速報値、平成３２年以降は埼玉県推計 

（国勢調査の人口総数には、年齢「不詳」を含むため、年齢３区分

別人口の合計とは一致しない。） 
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 本県の６５歳以上の人口は、平成２７年（２０１５年）の約１７９万人から平成４７年  

（２０３５年）には約２１８万人まで増加し、その増加率は約２１．８％に達します。これ

は、同期間の国全体の増加率として想定される１０．２％を大きく上回るものです。 

 また、本県では、生産年齢人口の減少が予測されています。１５歳から６４歳までの生産

年齢人口は平成１２年（２０００年）をピークに減少が続いています。平成３７年（２０２

５年）には４３５万人まで減少し、平成４７年（２０３５年）にはピーク時の約８割に当た

る４０１万人まで減少する見通しです。 

 ついては、高齢化の進展や生産年齢人口の減少に対応することが急務です。 

 

 

図 15  年齢３区分別人口の推移見通し（埼玉県） 

資料：平成２２年までは「国勢調査」（総務省）、 

平成２７年は国勢調査速報値、平成３２年以降は埼玉県推計 

（国勢調査の人口総数には、年齢「不詳」を含むため、年齢３区分

別人口の合計とは一致しない。なお、平成２７年は年齢不詳人口 

（１６万人）を各年齢区分に按分した（按分前の人口 ０～１４歳 

９１万人、１５～６４歳 ４４４万人、６５歳以上 １７５万人）。） 

 

 

万人 
→ 推計 
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 （２）本県の医療費及び介護保険認定者数の推移 

 

 本県の医療費は平成５年（１９９３年）には１兆円を超えており、平成２６年（２０１４

年）には２兆円を超えています。 

 また、本県の介護保険の要介護・要支援認定者数も増加しています。ここ５年の認定者数

の推移をみても、平成２２年（２０１０年）の約２０万１千人から、平成２６年（２０１４

年）には約２５万４千人まで増加しました。 

 

 

 
図 16  本県の医療費の推移 

資料：国民医療費（厚生労働省）  

 

 

 
図 17  本県の介護保険の要介護（要支援）認定者数の推移 

資料：介護保険事業状況報告年報（厚生労働省） 

億円 

人 
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 医療費支出や、要介護・要支援認定者数の増加を抑制するためには、県民の健康維持によ

る健康長寿社会の実現が重要です。また、もし病気になったり、介護等が必要な状態になっ

たりした場合には、適切な医療や介護、リハビリ支援などを受けられる環境が求められます。 

 こうした医療・健康・福祉分野での環境を整備していくに際しても、科学技術が大きく寄

与することが期待されます。例えば、老人福祉施設等においては、職員の負担を軽減するリ

ハビリ・介護支援ロボット技術等に対する注目が高まっています。 

 本県の平成２６年（２０１４年）の医薬品生産額は６，４１７億円で全国１位、医療機器

生産額は１，１７３億円で全国６位であり、大きなアドバンテージを持つ分野となっていま

す。 

 この医療・健康・福祉分野においては、企業の稼ぐ力を向上させるための技術開発の支援

とともに、健康長寿社会の実現に向けた取組が重要となります。 
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（３）本県の地域特性 

 

 本県は、首都圏の約４，４００万人（１都７県、平成２７年（２０１５年））の巨大なマー

ケットの中央に位置しています。さらに、東北・上越など５つの新幹線で東日本の主要都市

に直結するほか、南北に縦断する東北・関越・常磐自動車道、東西に横断する東京外かく環

状道路（外環道）や首都圏中央連絡自動車道（圏央道）が県内に開通しており、交通の利便

性が極めて高いと言えます。 

 

 

 

図 18  埼玉県の交通の利便性 
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 政府が平成２８年（２０１６年）６月に閣議決定した「日本再興戦略２０１６―第４次産

業革命に向けて―」において、これまで大学・国立研究開発法人と企業との間で行われてき

た研究者個人と企業の研究部門との連携を超えた産学連携の重要性を指摘し、その鍵となる

施策として、大学等と企業の双方のトップが関与した、「組織」対「組織」の本格的な産学連

携の推進を挙げています。 

 本県には理化学研究所や２９校の大学が立地しているほか、近県にも多くの研究機関や国

立研究開発法人などが立地しています。 

 これは、企業にとって研究機関の持つ先端的な研究シーズ*の活用や研究開発のための資金

獲得のポテンシャルが高いといえ、また、「組織」対「組織」の本格的な産学連携の推進、シ

ーズとニーズの効果的なマッチングにより、イノベーションを生み出しやすい環境にありま

す。 

 

 

 
図 19  本県及び近隣の主な研究機関等 
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図 20  県内理工系大学配置図 

 

 

 本県は、こうした交通や研究開発の拠点としての利便性といった強みがあることから、製

造業や流通加工業、食料品製造業など多くの企業の立地先に選ばれています。 

 本県の立地の優位性を生かした産業振興を図るため、周辺地域との連携等により近県の産

業活力を本県に吸引する仕組み作りを推進していく必要があります。 
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 （４）本県の経済規模・産業の特徴 

 

 本県の県内総生産額（名目）は概ね２０兆円台で推移しており、平成２６年度（２０１４

年度）は約２０．９兆円で、２年連続で増加しています。また、リーマン・ショック等によ

る影響の大きさは、全国と比較しても緩やかなものとなっています。これは、大きな経済情

勢の変化による影響も、ある程度吸収しうる本県の産業の裾野の広さをあらわすものだと考

えられます。 

 

 

表 5  本県の名目ＧＤＰの推移 

  

H17 

2005 

H18 

2006 

H19 

2007 

H20 

2008 

H21 

2009 

H22 

2010 

H23 

2011 

H24 

2012 

H25 

2013 

H26 

2014 

県内総生産（名目） 

（兆円） 
20.6 20.9 20.8 20.1 19.7 20.0 20.6 20.4 20.8 20.9 

資料：平成２６年度（２０１４年度）埼玉県県民経済計算 

 

 

 

図 21  本県の名目県内総生産、実質県内総生産の推移（前年度比） 

資料：平成２６年度（２０１４年度）埼玉県県民経済計算 

 

 

％ 

 第 3章 埼玉県の現状と課題 



26 

 

 （５）本県の産業を支える製造業 

 

 本県の強みとして、多種多様な製造業の集積が挙げられます。 

 平成２６年（２０１４年）の工業統計調査（経済産業省）によると、製造業の事業所数   

１１，６１４所と従業者数３７９，２３８人はともに全国４位、製造品出荷額等は１２兆 

３，９０８億円と全国７位、また、事業所の生産活動において、新たに付け加えられた価値

を表す付加価値額は４兆１，３８４億円で全国６位となっています。 

 

 

表 6  近県の製造品出荷額等及び付加価値額 

都道府県 

平成 26年 

製造品出荷額等 付加価値額 

金 額 前年比 全国 

順位 

金 額 前年比 全国 

順位 （億円） （％） （億円） （％） 

全  国 3,051,400 4.5 － 922,889 2.4 － 

茨 城 114,085 4.7 8位 34,943 6.4 7位 

栃 木 82,938 1.4 13位 26,506 2.1 13位 

群 馬 83,635 8.3 12位 29,342 13.3 10位 

埼 玉 123,908 5.1 7位 41,384 0.1 6位 

千 葉 138,743 6.7 6位 26,906 ▲ 5.6 12位 

東 京 81,594 3.9 15位 31,932 4.8 8位 

神奈川 177,211 2.9 2位 46,829 ▲ 1.2 4位 

資料：平成２６年（２０１４年）工業統計調査（経済産業省） 
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 一方、本県の製造品出荷額等を１事業所当たりの製造品出荷額等に換算すると、およそ  

１０億７，０００万円となります。これは近県の神奈川県（２１億８，０００万円）、千葉県

（２７億２，０００万円）、茨城県（２０億８，０００万円）、また、全国平均（１５億     

１，０００万円）と比較すると少ないことが分かります。 

 

 

表 7  近県の１事業所当たり製造品出荷額等 

都道府県 
１事業所当たり 

製造品出荷額等 

全  国 15.1億円 

茨 城 20.8億円 

栃 木 19.1億円 

群 馬 16.5億円 

埼 玉 10.7億円 

千 葉 27.2億円 

東 京 6.7億円 

神奈川 21.8億円 

資料：平成２６年（２０１４年）工業統計調査（経済産業省）より作成 

 

 

 １事業所当たりの製造品出荷額等が低くなる要因の１つとして、本県には事業所数が多く、

さらに小規模事業所（従業者数２０人未満の事業所）の構成比率が約６７．６％と近県と比

べて高いことが考えられます。 

 

 

表 8  近県の事業所数、従業者数及び小規模事業所数割合 

都道府県 事業所数 従業者数 
小規模 

事業所数 

小規模事業所数 

割合 

全   国 202,410 7,403,269 133,935 66.2% 

茨 城 5,485 259,595 3,272 59.7% 

栃 木 4,354 190,191 2,700 62.0% 

群 馬 5,064 199,877 3,202 63.2% 

埼 玉 11,614 379,238 7,849 67.6% 

千 葉 5,101 200,718 3,153 61.8% 

東 京 12,156 269,815 9,609 79.0% 

神奈川 8,140 349,732 5,242 64.4% 

資料：平成２６年（２０１４年）工業統計調査（経済産業省）より作成 
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 本県の製造品出荷額等を高めるためには、県内でより多くの仕入を行い、県外で製品を販

売して稼ぐというような、本県経済への貢献が高い中核企業を育成することも重要です。さ

らに、県内企業の稼ぐ力をより強化するためには、本県の企業が培ってきた技術力を生かし

つつ、新技術の開発等により、新たな分野への参入を支援することが重要です。 

 また、第２章でみたように、小規模事業者では自分の代での廃業もやむを得ないと考える

経営者が２割を超え、企業がこれまで培ってきた技術やノウハウの喪失が懸念されます。 

 こうした現状にあっては、中小企業の技術力を維持するサポート体制の強化や新産業の育

成、企業の高い技術力を生かした成長産業への参入支援など、ものづくりの付加価値の向上

を図る取組が重要です。 

 

 

 （６）本県の研究者数及び技術者数 

 

 国勢調査（総務省）をみると、本県の研究者数及び技術者数は全国でも上位に位置してい

ることが分かります。平成２２年（２０１０年）の研究者数は７，６００人で全国５位、技

術者数は１４５，４２０人で全国４位の人数となっています。 

 本県の平成２６年（２０１４年）の製造品出荷額等は全国７位にとどまっておりますが、

県や公的支援機関等の支援により、研究者等の持つ研究シーズを企業のものづくりにおける

ニーズと効果的にマッチングさせることができれば、本県の産業競争力を高められる可能性

があります。 

 

 

表 9  研究者数の推移（全国、近県） 

 
   

（単位：人） 

研究者 
H12 

2000 

H17 

2005 

H22 

2010 

H22増減率 

H12比 

全   国 159,430  148,460  115,880  ▲27.3% 

茨 城 15,374  13,610  11,270  ▲26.7% 

栃 木 4,895  5,367  4,150  ▲15.2% 

群 馬 1,727  1,786  730  ▲57.7% 

埼  玉 10,508  8,793  
7,600 

(全国 5位） 
▲27.7% 

千 葉 10,466  11,295  7,860  ▲24.9% 

東 京 20,330  19,530  15,750  ▲22.5% 

神奈川 25,295  20,919  16,610  ▲34.3% 

資料：国勢調査（総務省）より作成 
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 しかしながら、日本の人口が減少していることと相まって、本県をはじめ、全国的に研究

者数は減少しています。本県の研究者数は、平成１２年（２０００年）と比較して平成２２

年（２０１０年）には２７．７％減少しています。 

 

 

表 10  技術者数の推移（全国、近県） 

 
   

（単位：人） 

技術者 
H12 

2000 

H17 

2005 

H22 

2010 

H22増減率 

H12比 

全   国 2,523,885  2,140,612  2,153,670  ▲14.7% 

茨 城 62,259  50,528  52,980  ▲14.9% 

栃 木 37,181  32,672  35,160  ▲5.4% 

群 馬 36,187  29,332  29,500  ▲18.5% 

埼  玉 163,486  143,674  
145,420 

(全国 4位） 
▲11.1% 

千 葉 151,214  139,434  133,860  ▲11.5% 

東 京 319,309  296,216  316,750  ▲0.8% 

神奈川 318,513  294,563  300,770  ▲5.6% 

資料：国勢調査（総務省）より作成 

 

 

 平成２２年（２０１０年）の技術者数は、平成１７年（２００５年）の１４３，６７４人

より微増していますが、平成１２年（２０００年）の１６３，４８６人と比較すると、１１．

１％の減少となっています。 

 

 本県の産業競争力を高めるためには、研究者や技術者等の科学技術を担う人材の育成が重

要です。 

 社会で活躍できる人材を増やすためには、専門知識・技能を持つ人材の育成に加えて、現

役で働く社会人が学び直しの機会を得られることや、スキルと働く意欲を持つシニアが貴重

な人材として力を十分に発揮できる環境を整備することなども重要です。 

 また、将来の科学技術を担う人材を育成するためには、科学技術に関心を持つ児童生徒を

育てる実践的な理科・科学教育の推進に加え、科学技術の未来を創造するリーダーとなるよ

うな資質を持つ児童生徒を育成することが重要です。 
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 （７）本県の環境・エネルギー対策の取組 

 

 平成２３年（２０１１年）３月１１日に発生した東日本大震災により、エネルギー供給不

足が計画停電などの形となって顕在化しました。震災後、エネルギー供給を他地域に依存す

るエネルギー需要地である本県において、エネルギーの地産地消を目指す取組として、「埼玉

エコタウンプロジェクト」を推進してきました。 

 この取組として、太陽光発電やＨＥＭＳ*（Home Energy Management System）の普及など

の既存住宅のスマートハウス化等を進め、重点的に取り組んできた街区における年間のエネ

ルギー削減・創出量を試算したところ、平成２４年（２０１２年）からの３年間で、プロジ

ェクト実施前と比較してエネルギー自給率を２２．５％高める効果があったと推計していま

す。 

 今後は、埼玉エコタウンプロジェクトの検証等の取組とともに、水素などの新エネルギー*

の普及や、再生可能エネルギー*活用への取組が重要と考えられます。 

 また、本県では新エネルギー分野の研究開発も進めています。県産業技術総合センターで

は次世代型蓄電池の研究開発に取り組んでいますが、平成２８年（２０１６年）１月には「マ

グネシウム蓄電池*」の実用化に世界で初めてめどを付けたことを発表しました。 

 こうした本県の環境・エネルギー分野の成果を拡大していくため、研究開発の実用化や普

及に向けた、より一層の取組が必要です。 

 

 
図 22  「埼玉エコタウンプロジェクト」の取組と成果 

県議会による修正（一部） 

              第 3章 埼玉県の現状と課題 



31 

 

（８）本県の企業におけるＩＣＴ利活用の状況 

 

 経済産業省が企業における情報処理の実態を把握するために実施した「情報処理実態調査

（平成２６年（２０１４年））」によると、県内の企業のＩＣＴ（ＩＴ）利活用の状況は、   

「ＩＴの浸透度」や「ＩＴ基盤の構築」はある程度進んでいるものの、「ＩＴの活用による新

ビジネスモデルの創出、ビジネス領域の拡大」や「ＩＴ活用に関する人材の育成」は半数以

上の企業で取組が行われていないことが分かります。 

 第４次産業革命が進行する今、企業のＩＣＴ人材の育成や社内体制の構築は待ったなしの

課題となっておりますが、ＩＣＴを活用した新たなビジネスモデルの創出、ビジネス領域の

拡大は、想像を超えるスピードで進んでいく可能性があります。 

 こうした社会の変化に対応するため、企業のＩＣＴ等の情報化技術の利活用を一層進めて

いく必要があります。 

 

 

表 11  本県の企業の経営におけるＩＣＴ（ＩＴ）利活用の実態 

経営における 

ＩＴの機能項目 

経営における IT利活用指標に基づくステージ 

回答 

企業数 

（社） 

ステージ 1 ステージ 2 ステージ 3 ステージ 4 

回答（％） 回答（％） 回答（％） 回答（％） 

ITの浸透度 

139 

IT導入目的が不明確、

IT活用が不十分 

事業部門、機能別組織

単位で ITを活用 

企業、企業グループ単

位で ITを活用 

取引先等も含めて ITを

活用 

19.4% 24.5% 46.0% 10.1% 

標準化された安定的

な IT基盤の構築 
137 

自社のシステム構成

を理解していない 

アプリケーションごと

にシステム基盤を構築 

全社的にシステム基

盤の標準化を実施 

企業・産業間での共通

インフラ基盤を構築 

13.9% 34.3% 44.5% 7.3% 

ITの活用による新ビジ

ネスモデルの創出、ビ

ジネス領域の拡大 136 

左記のためにＩＴを活

用していない 

一部の事業部門で活

用 

複数の部門間或いは

全社的に活用 

連携企業間、産業間で

活用 

50.0% 30.9% 15.4% 3.7% 

IT マネジメント体制の

確立 

136 

IT 戦略を策定していな

い。または、戦略立案

に経営陣が関与してい

ない。 

IT 戦略の立案に経営

層が関与している 

経営層が参加する協

議会で経営効率化の

観点から IT 投資の判

断を実施 

経営効率化、新ビジネ

スモデルの創出等の

観点から IT 投資の判

断を実施 

36.8% 44.9% 14.7% 3.7% 

IT投資評価の仕組み

と実践 

135 

IT投資による効果を明

確に理解しないまま投

資を決断 

効果予測は投資前に

行うが、投資後の評価

は行っていない 

IT投資前後で投資評価

を実施、改善等の

PDCAサイクルを確立 

定期的に IT資産の分

析を行い、最適なポー

トフォリオ管理を実施 

25.2% 54.1% 19.3% 1.5% 

IT活用に関する人材

の育成 

137 

社員の ITスキル向上

につながる取組は特

段行っていない 

IT部門、情報部門向け

に ITに関する教育・研

修を実施 

経営層や一般社員向

けに ITに関する教育・

研修を実施 

生産性向上等に向け

たデータ分析等を行う

人材の育成を実施 

56.2% 28.5% 13.1% 2.2% 

資料：平成２６年（２０１４年）情報処理実態調査（経済産業省）より本県部分を抜粋して加工・作成 
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 （９）本県の研究所と県立試験研究機関 

 

 平成２６年（２０１４年）経済センサスによると、本県には、理学・工学・農学・医学・

薬学などの自然科学系の研究所が２０２所あり、全国で９番目の数となっています。そのう

ち、企業が設置する研究所数が１６１とおおよそ８割を占めますが、企業の稼ぐ力を強化し

研究開発を活性化させることで、県内の研究所数、研究者や技術者数が増加し、さらに県内

企業の競争力が高まるという好循環を生み出すことも可能になると考えられます。 

 

 

表 12  自然科学系の研究所数の推移（全国、上位１０位まで） 

研究所 
H21 
2009 

H24 
2012 

H26 
2014 

全    国 6,087  4,317  5,641  

東 京 944  762  889  

神奈川 543  403  439  

大 阪 373  288  330  

茨 城 321  267  304  

北海道 311  213  280  

愛  知 260  215  260  

千 葉 230  193  233  

兵 庫 237  172  227  

埼  玉 232  168  
202 

(全国 9位） 

福 岡 163  100  174  

資料：経済センサス（経済産業省） 
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 県が自ら行う研究や技術開発において、中心的役割を担うのは県立試験研究機関です。 

 本県の試験研究機関には、工業系の県産業技術総合センター（本所：川口市、北部研究所：

熊谷市）や環境系の県環境科学国際センター（加須市）、がんの予防・診断・治療研究を行う

県がんセンター臨床腫瘍研究所（伊奈町）などの機関があります。 

 また、第３期科学技術計画期間中に行われた試験研究機関の再編整備として、農業系の研

究を行う県農業技術研究センター（熊谷市）、県茶業研究所（入間市）、県水産研究所（加須

市）及び県寄居林業事務所森林研究室（寄居町）の再編や、保健・衛生に関する研究を行う

県衛生研究所（吉見町）の移転に伴う最新鋭設備の導入などを実施しました。 

 現在は、９つの試験研究機関がそれぞれの分野で研究活動等を行っています。 

 

 

 

図 23  県立試験研究機関配置図 
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 （１０）科学技術に対する県民の意識 

 

 この基本計画の策定に当たり、県では、県民の科学技術に関する意識を把握するため、ア

ンケート調査を実施しました。 

 ここでは、調査の結果から主なものを取り上げます。 

 

県政サポーターアンケート 

 平成２８年（２０１６年）１月、県政サポーター２，８７６人を対象に、「科学技術の振興に

ついて」をテーマとしたアンケート調査を実施（回収率７０．３％） 

 

 

① 科学技術への関心 

 科学技術への関心については、「大変関心がある」（２１．１％）、「関心がある」（５０．７％）

とする回答が７割以上を占め、科学技術に高い関心が寄せられていることが分かります。 

 平成２７年（２０１５）年には、本県にゆかりのある２人の日本人がノーベル賞を受賞さ

れました。物理学賞を受賞された東京大学宇宙線研究所長の梶田隆章先生と、生理学・医学

賞を受賞された北里大学特別栄誉教授の大村智先生です。このことは県民の誇りであると同

時に、科学技術への関心を高める効果があるものと考えられます。 

  

 

 

図 24  科学技術への関心 
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② 関心のある分野 

 次に、関心のある科学技術の分野は、「健康・医療・生命科学」が７９．７％で最も高く、

次いで「情報・通信技術」（６５．６％）、「環境・資源・エネルギー」（６２．２％）と続く

ことから、日々の生活に身近な分野に関心が高いことが分かります。 

 「情報・通信技術」は、前回調査の３位から、「環境・資源・エネルギー」を抜いて２位に

浮上しており、ＩＣＴ技術等の進展に期待が高まっているものと考えられます。 

 

 

 

図 25  関心のある科学技術の分野 
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③ 県が取り組むべき科学技術振興施策 

 県が取り組むべき科学技術振興施策は、「環境・医療・福祉など生活関連分野に役立つ県立

試験研究機関の強化・充実」が４７．２％と最も多く、次いで「研究開発成果の商品化・事

業化を支援する産学官連携の推進」（３９．９％）、「児童・生徒に対する科学技術教育の充実」

（３３．１％）と続きます。生活関連分野の研究の充実や産学官連携の推進、教育の充実な

ど幅広い施策が県に求められていることが分かります。 

 

 

 

図 26  県が取り組むべき科学技術振興施策 
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２ 本県の科学技術振興における課題 

  

 第３章第１節でみてきた本県の現状を踏まえ、本県の強みを生かし、弱みを克服するとい

う観点から、本県が科学技術の振興を進めていく上で考慮すべき課題を整理します。 

 

 （１）中小企業の稼ぐ力を高めるサポート体制の構築 

 

 本県は、自動車関連産業を主力として産業構造のバランスが取れており、製造品出荷額等

も全国上位にあります。一方で、製造品出荷額等を１事業所当たりに換算すると近県よりも

低い水準にとどまっています。 

 １企業あたりの稼ぐ力を高めるには、企業の新技術・新製品の開発への支援や、大学、研

究機関、金融機関と企業をつなぐ産学官金連携のサポート体制の構築などにより、成長産業

への参入を推進することが重要です。 

 

 

 （２）科学技術を生かしたものづくりの生産性向上、付加価値の高い産業活動の促進 

 

 ものづくりの生産性向上や新たなビジネスモデルの創出を図るため、企業のＩＣＴ利活用

を推進する必要があります。 

 特に、今後、生産年齢人口減少の加速が見込まれる中、製造業や農林業などの産業分野に

おいては、ＩＣＴ、ＩｏＴやロボットの活用などによる生産性向上を図ることが重要です。 

 また、健康・医療や環境問題など課題解決に社会的ニーズがある分野については、企業に

加えて大学や研究機関など複数の機関の連携協力により、新たな製品やシステムを作り上げる

オープンイノベーション*の取組を推進する必要があります。 

 本県には理化学研究所や２９校の大学が立地しているほか、近県にも多くの国立研究開発

法人などが立地しています。産学官金連携のより一層の推進により、企業、大学、研究機関、

金融機関、行政や産業支援機関等が一体となって付加価値の高い研究開発力を強化すること

が求められます。 

 なお、産学官金連携の取組を推進するためには、大学、研究機関、企業などの複数の機関

をつなぐことのできる、技術への目利き力のある人材が必要であり、人材の結集、育成に向

けた取組が求められます。 

 

 

 （３）生活の安心を支える医療・健康・福祉分野の技術向上 

 

 本県においては、急激な高齢化とともに医療費や介護費の支出が増加し続けています。科

学技術についても、医療や健康、福祉の技術向上に対する県民の関心が高いことから、疾病

の予防対策や医療機関等の連携体制構築、介護の負担軽減に資する取組の強化が必要です。 
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 （４）環境にやさしい低炭素な社会の実現 

 

 新たなエネルギーが普及した自立分散型の低炭素社会づくりをより一層推進するため、住

宅の省エネ対策の実施やエネルギーの効率的な利用などに資する新たな技術の開発・普及が

必要です。 

 

 

 （５）ＩｏＴ・ＩＣＴの活用による行政サービス向上とセキュリティ強化 

 

 行政情報のオープンデータ*化やビッグデータの活用、災害情報の迅速な発信など、   

ＩｏＴ・ＩＣＴを活用することによる行政サービスの向上や情報発信力の強化が求められて

います。 

 また、ウィルスやハッキングなど、外部からの攻撃に対応したセキュリティ強化への対応

は喫緊の課題となっています。 

 

 

 （６）未来を担う科学技術人材の育成 

 

 全国的にはまだ高水準にあるものの、本県の研究者や技術者は減少しています。未来の科

学技術を担う子供たちが科学に興味を持ち、科学技術の発展に寄与し、本県の大切な財産と

なるよう人材の育成が重要です。 

 

 

 （７）本県の産業を支える「プロフェッショナル人材」の育成 

 

 第４次産業革命などの変化の激しい時代にあっては、新たな技術や産業分野に対応できる

人材の育成が必要です。社会人の学び直しの環境の整備や技能者の育成とともに、専門知識

やスキルを持つ企業ＯＢなど、地域の「プロフェッショナル人材」の掘り起こしや活躍の場

づくりが重要です。 

 

県議会による修正（一部） 
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第４章 科学技術政策のビジョン 

 

 

第１節 基本理念 

 

 国が策定した第５期科学技術基本計画において、「超スマート社会」の実現に向けた取組等

が掲げられています。本県としても国が示した方向性を踏まえ、「超スマート社会」の実現に

寄与すべく、ＩＣＴ等を活用した産業振興や人材育成、社会的課題解決に向けた取組などを

推進します。 

 

 また、「県民生活の質の向上と地域産業の振興に資するイノベーションの推進により、科学

技術発展の恩恵を県民と企業が享受する社会の実現」を基本理念に据え、「埼玉県５か年計画

－希望･活躍･うるおいの埼玉－」（計画期間：平成２９年度（２０１７年度）から平成３３年

度（２０２１年度））を踏まえた上で、時代の要求にあった科学技術の活用による産業振興や

地域課題の解決、人材育成を図ることとし、「希望・活躍・うるおいの埼玉」の実現を図って

いくこととします。 

 

 

第４章 科学技術政策のビジョン 

 第 4章 科学技術政策のビジョン 



40 

 

第２節 基本目標 

 

 科学技術をめぐる時代の潮流や本県の地域の課題などを踏まえ、この計画ではおおむね 

１０年後を見据えながら、以下のとおり科学技術振興の３つの基本目標を定めました。 

 

 

【基本目標Ⅰ】 「稼ぐ力」を高める 

 

 働き手が減少する中で社会の活力を維持し高めていくため、「稼ぐ力」を強化することが重

要です。 

 中小企業の多い本県にあっては、中小企業の技術力や経営力の強化が重要であり、研究機

関や大学などとの連携により、サポート体制の強化等を図ります。 

 また、県内産業の競争力の一層の強化を図るためには、産業の成長を導く先端産業・次世

代産業を育成、集積させることが必要となっており、このため、先端産業創造プロジェクト

や企業誘致の取組をより加速していきます。 

 さらに、ＩｏＴやロボットの活用等により、製造業や農林業などの分野における生産性向

上を目指すとともに、新たなビジネスの創出を目指します。 

 

【基本目標Ⅱ】 科学技術を活用した暮らしやすい社会をつくる 

 

 県民が安心して生き生きと暮らすためには、医療・福祉・環境などの生活関連分野での支

援をはじめ、安全に暮らすことのできる社会環境が必要です。 

 そのため、データの利活用等による疾病予防や地域医療体制の充実などに取り組みます。 

 また、環境にやさしく持続可能な社会をつくるため、埼玉エコタウンプロジェクトの検証

等や環境にやさしいエネルギーの普及拡大等を推進します。 

 さらに、県が持つデータの利活用による行政サービス向上や防災情報の発信力強化等を図

っていきます。 

 

 

【基本目標Ⅲ】 科学技術イノベーションを支える「人財」を育てる 

 

 第４次産業革命など目まぐるしく進歩する科学技術の分野において、世界で活躍できる人

材を育てるため、初等中等教育の段階から科学技術に触れる機会を増やすとともに、ＩＣＴ

を活用した新たな授業手法の導入などを推進します。 

 また、本県の産業を支える人材を育成するため、大学・研究機関等との連携による技術者・

技能者の養成や多様な人材の活躍の場づくりを図っていきます。 

 なお、本県では、「人財」を才能のある人材が県の施策などを通じて活躍の機会を得て輝く、

社会のかけがえのない財産として位置付け、育成に取り組んでいきます。 

県議会による修正（一部） 
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第５章 基本目標達成に向けた取組 

 

 

第１節 基本施策 

 

 

【基本目標Ⅰ】 「稼ぐ力」を高める 

 

１ 中小企業の技術力を伸ばすサポート体制の構築 

 

 県内中小企業の経営体質や技術開発力を強化するため、経営革新計画の普及拡大に加え

て、技術的課題の解決や他の機関とのマッチングを推進するトータルコーディネートを行

います。 

 また、理化学研究所をはじめとした国内有数の研究機関の先端的な研究シーズを県内中

小企業の技術力強化につなげるとともに、事業化資金の円滑な融資などを推進するため、

研究機関や金融機関等との連携を強化します。 

 

 

(1) 中小企業の技術開発力の強化 

 

① 県内企業の技術力・経営力の強化 

 

 経営革新計画を策定する中小企業の増加を図り、新商品の開発等の新事業活動の実施に

よる経営の向上を推進します。 

 中小企業の経営革新を一層促進するため、商工会議所・商工会等の、企業にとってより

身近な支援機関で新計画の策定から実行支援までを一貫して行うことのできる仕組みを

整えるなど、企業の支援体制を充実させ、経営革新のムーブメントを強化します。 

 

 

② 企業の新技術開発を進める産業支援研究の推進 

 

 本県の中小企業に向けた技術支援の拠点である県産業技術総合センター（川口市）及び

同センター北部研究所（熊谷市）において、県内産業が抱える技術的課題に対応するため、

「先端ものづくり産業」、「環境・エネルギー関連産業」等の分野に重点を置いた研究開発

を行うとともに、その研究成果の企業への移転を図ります。 

 

 

 

 

第５章 基本目標達成に向けた取組 
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(2) 研究機関等との連携による先端技術の開発支援 

 

① 研究機関との連携による中小企業の技術支援の推進 

 

 産業技術総合研究所及び新エネルギー・産業技術総合開発機構（ＮＥＤＯ）並びに理化

学研究所との間で締結した協定に基づき、県内企業の研究開発を支援するテーマの選定か

ら実用化開発、製品化、生産まで、全ての段階で研究機関と連携した支援を行います。 

 また、県内及び近県に大学・研究機関が集積している本県の地の利を生かすため、産学

官のネットワーク化など、産学連携を実効的に進める連携体制の構築を図ります。 

 

 

② 県内金融機関との連携によるサポート体制の構築 

 

 先端産業に取り組む企業等に対して、資金調達のアドバイスや協調融資を検討する県内

金融機関の協議会等との協力体制の構築により、先端産業創造プロジェクトの推進を図り

ます。 

 また、先端産業への設備投資や新技術の活用などを支援する県制度融資により、事業化

に必要な資金の円滑な調達を支援します。 

 

 

(3) 企業、大学、研究機関等をつなぐコーディネート体制の構築 

 

① 企業の様々な課題に対応する相談窓口の設置 

 

 中小企業に対する総合支援窓口として、企業のあらゆる相談にワンストップで対応でき

るよう、埼玉県産業振興公社に創業支援や取引支援、事業承継、産学連携、次世代自動車*、

先端産業及びＩｏＴ等のそれぞれの分野に精通したコーディネーターを配置し、技術開発

をはじめとした企業の様々な課題へのトータルサポート体制を整えます。 

 

 

② 知的財産の活用支援 

 

 本県の知的財産支援の拠点として埼玉県産業振興公社に設置した知的財産総合支援セ

ンター埼玉において、新技術・新製品の開発等に係る経営マネジメント強化の観点から、

県内中小企業の知的財産の活用を支援します。 
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２ 地域の成長を導く先端産業・次世代産業の育成 

 

 今後の成長が確実視される医療イノベーションやロボットなど、県が先端産業と位置付

ける重点５分野に加え、県内に最も多く集積する自動車産業などを次世代産業として育成

するため、企業の研究開発力の強化や事業化を支援する取組などを行っていきます。 

 

(1) 先端産業創造プロジェクトの推進 

 

 大学・研究機関等の先端的な研究シーズと企業の優れた技術を融合させ、実用化・製品

化・事業化の一貫した支援により成長産業の県内集積を目指す「先端産業創造プロジェク

ト」を推進します。本プロジェクトでは、今後の成長が見込まれる５つの分野を重点分野

に位置付け、集中的に支援します。 

 

○ 重点分野１ 「ナノカーボン分野」 

 今後、様々な分野での応用が期待されるナノカーボン*（カーボンナノチューブに代表

されるナノカーボンに加え、ナノセルロース等のナノマテリアルを含む。）について、新

素材や新製品の開発を支援するため、技術交流会の開催や産学連携による研究開発の支援、

ナノカーボン産業を担う人材の育成などに取り組んでいきます。 

 

○ 重点分野２ 「医療イノベーション分野」 

 将来的に成長が見込まれる医療機器産業等の医療関連分野においてイノベーションを

促進し、本県の医療関連産業の振興を図るため、産学連携による研究開発の支援やオープ

ンイノベーションによる新たな開発モデルの構築を図ります。 

 

○ 重点分野３ 「ロボット分野」 

 様々な分野で活用が期待されるロボット産業を育成するため、介護・リハビリ分野をは

じめとした人手不足問題の解決に資するロボットの開発や、コンソーシアムの運営、ロボ

ット産業を担う人材の育成などに取り組んでいきます。 

 

○ 重点分野４ 「新エネルギー分野」 

 東日本大震災以降、省エネ・創エネ技術の開発と普及が社会的な課題となる中、先端的

な研究開発を推進し、新エネルギー産業の振興を図るため、県産業技術総合センターにお

ける次世代型蓄電池の開発や産学連携による研究開発の支援などに取り組んでいきます。 

 

○ 重点分野５ 「航空・宇宙分野」 

 今後の成長が見込まれる航空・宇宙分野への県内中小企業の参入・事業拡大を支援する

ため、新技術・製品開発への助成、国内外の展示会への出展支援や得意分野の異なる企業

のグループ化による受注力向上支援などに取り組んでいきます。 
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(2) 研究開発力の強化 

 

① 産学連携による研究開発の推進 

 

 今後の成長分野における、大学、研究機関等の有望なシーズを基にした産学連携の共同

研究開発を支援します。 

 産学連携研究開発の推進に当たり、埼玉県産業振興公社に配置したコーディネーター等

を中心として、大学・研究機関と企業との「組織」対「組織」の本格的な産学連携の推進

を図り、シーズとニーズの最適なマッチングを進めます。 

 また、他県の研究機関等のシーズを活用したプロジェクトの実施や、近県の公設研究機

関との連携による取組などを行い、県外の機関・企業の保有するイノベーション力を吸引

し、本県への産業集積を図ります。 

 

 

② 次世代産業分野の技術開発支援 

 

 県内中小企業のイノベーションを推進するため、成長が見込まれる次世代産業分野への

参入や独自技術の確立を目指す中小企業の新技術・新製品開発を支援します。 

 また、本県の基幹産業である自動車分野の技術開発等を支援するため、軽量化やモータ

ー、パワーエレクトロニクス、水素エネルギー*、ＩｏＴ活用等に関する研究会を開催す

るなど、次世代自動車産業分野の技術開発を支援します。 

 さらに、自動車産業では今後、ＡＩを活用した自動運転走行技術やコネクテッドカーの

普及などの「新たなＩＣＴ」の活用が見込まれることから、市場の動向等も見据えつつ、

県内企業の情報収集や技術開発を支援していきます。 

 

 

③ 本県の農林水産業を支える戦略的試験研究の推進 

 

 本県の農林水産業を支え、県民の豊かな食生活を実現する研究開発と技術支援を行って

いる県農業技術研究センター（熊谷市）、県茶業研究所（入間市）、県水産研究所（加須市）

及び県寄居林業事務所森林研究室（寄居町）において、本県の農林水産業の競争力を強化

するため、国の研究機関等との連携を密に図りつつ、栽培管理技術の開発や新品種の育成

などの試験研究を行い、生産現場への普及拡大を図ります。 
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(3) 新製品等の事業化支援 

 

① 国内外での展示会・商談会を通した販路開拓・技術マッチング支援 

 

 先端産業創造プロジェクト等における研究開発成果の事業化や販路開拓を促進するた

め、展示会・商談会への出展や学会等での発表、大手企業等との技術マッチングを支援し

ます。 

 また、県内企業の海外市場への参入を促進するため、欧米諸国やＡＳＥＡＮなどでの展

示会への出展を支援します。 

 

② 次世代自動車産業の事業化支援 

 

 ハイブリッド車、電気自動車、燃料電池自動車*や自動運転走行システムを搭載した自

動車など次世代自動車産業への県内企業の転換、参入を支援するため、民間企業出身のア

ドバイザーを中心として技術開発から販路開拓まで一貫した支援を実施していきます。 

 

③ 先端産業、次世代産業に関する事業化支援窓口の運営 

 

 埼玉県産業振興公社に設置した先端産業支援センター埼玉や次世代自動車支援センタ

ー埼玉にそれぞれの分野に精通したコーディネーターを配置し、企業の技術相談や技術マ

ッチング支援を実施するなど、先端産業、次世代産業の事業化を支援します。 

 

(4) 成長産業の県内集積の促進 

 

① 先端産業に関する情報・人材の結集、成長産業でのベンチャーの立ち上げ及び成長支援 

 

 先端産業への県内企業の参入やネットワーク化、中小企業の人材育成を支援するため、

産学官金ネットワークの立ち上げや技術交流会の開催、体系的・実践的な人材育成プログ

ラムの実施などの取組を進めます。 

 また、埼玉県産業振興公社に設置した創業・ベンチャー支援センター埼玉において、成

長産業におけるベンチャーの立ち上げを支援するとともに、先端産業支援センター埼玉、

知的財産総合支援センター埼玉、産学連携支援センター埼玉等が連携し、ベンチャーの成

長支援を図ります。 

 

② 企業誘致の推進 

 

 本県の立地優位性を生かした誘致活動を推進するとともに、立地企業へのフォローアッ

プを強化することにより、県内におけるビジネス展開の拡大を図り、本県立地企業の「稼

ぐ力」を向上させます。 
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３ ＩｏＴ等の活用による生産性向上 

 

 第４次産業革命と呼ばれる生産システム変革に対応しようとしている県内中小企業等の

取組を支援することにより、ＩｏＴ等を活用した製造業、農林業の生産性向上や新たなサ

ービスの創出を図り、県内産業の稼ぐ力を強化します。 

 

(1) ＩｏＴやロボットを活用したものづくりのスマート化の推進 

 

① ものづくり企業のＩｏＴ活用支援 

 

 工場へのＩｏＴの導入により、ものづくりの生産性・効率性の向上を図ることができま

すが、新たな機械、通信機器やセンサー等のハードウェア導入、収集されたデータの蓄積・

分析、システムの開発及び運用といったＩｏＴ導入に係る投資は、中小企業にとっては大

きな負担となります。 

 そこで、県産業技術総合センターでは、既存の製造ラインを生かした機械のネットワー

ク化など、導入コストをできるだけ抑えて自動化に対応できる生産システムを開発し、県

内中小企業への普及を図ります。 

 併せて、研究機関や近県の公設試験機関等とも連携した技術開発を進めつつ、多くの企

業・団体が参加するプラットフォームの立ち上げ、企業のＩｏＴ導入を担う人材の育成支

援などにより、中小企業の製品開発や実証試験等を支援します。 

 

 

② 農林業分野におけるＩｏＴ等の活用支援 

 

 本県の農業就業人口は減少していますが、そうした中にあっても農業生産の維持・発展

を図るため、農業生産の効率化・省人化、農産物の高付加価値化につながるＩｏＴ・ＩＣＴ

などの技術の普及拡大による生産性の向上に取り組んでいきます。 

 また、農業における多様な担い手の雇用を促進するため、農作業アシストスーツなどの

ロボット技術やＩＣＴなどの新たな技術の農業法人等への導入を図り、これまで重労働だ

った農作業が女性や高齢者、障がい者等でも働きやすい労働条件となるよう取り組んでい

きます。 

 さらに、林業分野では、多様な森林資源の有効活用を図るため、林業・木材産業の構造

改革を推進し、高性能林業機械の導入支援などの取組を進めていきます。 
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(2) ＩＣＴを活用した新たなビジネス・サービスの創造 

 

① 新たなサービス創出や生産性向上のためのＩＣＴ活用支援 

 

 サービス産業事業者向けにＩＣＴ導入支援や具体的な活用事例の収集・発信を行い、サ

ービス産業事業者のＩＣＴ活用を促進します。 

 

 

② ＩＣＴを活用するベンチャーの支援 

 

 ＩＣＴを活用するベンチャー企業等が、大企業や金融機関、産業支援機関向けに自社の

商品・サービスをアピールできる場を提供するなど、ビジネスマッチングの環境を整える

ことにより、ビジネスパートナーや支援者に出会う機会を創出します。 

 

 

 

 

 

 施策指標【基本目標Ⅰ関連】 

 ■ 県内の企業（製造業）が生み出す付加価値額 
    4.1兆円（平成 26年） → 4.4兆円（平成 33年） 

 ■ サービス産業の労働生産性 
    386.9万円（平成 25年度） → 456.2万円（平成 33年度） 
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【基本目標Ⅱ】 科学技術を活用した暮らしやすい社会をつくる 

 

 

１ 生活の安心を高める医療・健康・福祉関連技術の普及 

 

 本県の６５歳以上の高齢者は、平成３７年（２０２５年）には２０３万人に増加する見

込みです。特に７５歳以上の後期高齢者は、いわゆる団塊世代の高齢化に伴い、平成２７

年（２０１５年）から１０年間で約１．６倍の１２１万人に増加する見通しです。この   

１０年間の後期高齢者の増加率は全国で最も高く、医療・介護需要の増大など、社会に与

える影響の大きさなどを考えると、異次元の高齢化とも呼べる状況を迎えます。 

 一方、生産年齢人口は平成２７年（２０１５年）の４５１万人から２７万人（６．０％）

も減少するなど、社会活力の低下が懸念されます。 

 増大する医療費や介護費を抑制するには、高齢者がいつまでも元気でいることが重要で

す。これまで、高齢者には「社会に支えられる」側というイメージもありましたが、平成

２年（１９９０年）におよそ１２万１千人だった６５歳以上の高齢者の就業者数は、平成

２２年（２０１０年）にはおよそ３２万３千人と約２．７倍に増加しました。これは、県

内に住む高齢者の２２．０％に相当し、およそ５人に１人が就業していることとなります。 

 高齢者が健康を維持し、働きたいと思っている人が元気に働くことができれば社会活力

の低下を抑制することができるかもしれません。 

 こうした高齢者が安心して活躍できるよう、医療・健康・福祉分野において科学技術の

活用を積極的に図り、県民の健康維持に貢献していきます。 

 

 

(1) 医療分野への新たな技術・サービスの導入、連携体制の構築 

 

① 医療イノベーション分野の新技術・新製品開発支援 

 

 高齢化の進展や途上国を中心とした医療ニーズの増大を背景に、医療分野は今後確実に

市場ニーズが高まる分野であると考えられています。 

 将来的に成長が見込まれる医療機器産業等の医療関連分野においてイノベーションを

促進し、本県の医療関連産業の振興を図るため、産学連携による研究開発の支援や企業の

医療機器等の開発や市場化などの支援に取り組んでいきます。 

 

 

② 在宅医療連携体制の構築 

 

 医療職と介護職の意識の垣根を越えて連携を推進し、お互いの情報を把握するために連

絡を取り合うツール（手段）として、ＩＣＴによる医療・介護連携システムの導入を推進

します。 
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③ 遠隔胎児診断支援システムの円滑な運用 

 

 県立小児医療センターにおいて、県内の産科医療機関が行う胎児診断を支援するシステ

ムを構築し、安心・安全に子供を産むための診断・治療体制を強化します。 

 

 

④ 救急医療情報システムの充実 

 

 救急医療情報システムの保守管理を行い、医療機関や消防機関がシステムを間断なく利

用できる体制を提供し、円滑な救急搬送を図ります。 

 また、タブレット端末を活用した救急医療情報システムにスマートフォン対応の機能を

追加するなど、救急隊員の利便性や搬送状況のリアルタイム性の向上を図ります。 

 

 

⑤ 先端医療・予防医療の推進 

 

 県立がんセンターでは、がんの診断等による先進医療を推進するため、がん腫瘍の検体

を保存するバイオバンクを運営し、「予防」、「診断」、「治療」の３分野の研究を実施しま

す。 

 バイオバンクにがん検体を保存することで、新たに開発された治療法が有効か、がんが

再発した場合に新たな治療法があるかどうかを研究することが可能となります。特に小児

がんの一部の病状については、全国の検体の大部分が県立がんセンターに持ち込まれてお

り、研究を通して本県のみならず全国の小児がん患者のがん診断等に貢献します。 

 

 

(2) 県民の健康を維持する新たな技術、サービスの普及 

 

① 県民の健康や生活の質の向上につながる新サービスの創出支援 

 

 健康的な生活をテーマとしたビジネスに取り組むサービス産業事業者の取組の支援な

どにより、健康関連サービス産業の振興を図ります。 
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② レセプト*（診療報酬明細書）データなどを活用した糖尿病重症化予防対策の推進 

 

 糖尿病は初期段階では自覚症状が現れない場合が多く、早期に適切な治療を受けるとと

もに生活習慣（食事、運動など）を改善しないと、気付かないうちに重症化してしまいま

す。 

 レセプトータ等の分析に基づき、糖尿病が重症化するリスクが高い方を対象に医療機関

への受診の呼び掛けや生活習慣改善のための保健指導などを行うことにより、糖尿病の重

症化を予防し、県民の健康を維持するとともに、医療費支出の抑制を推進します。 

 

 

③ 県民の疾病予防等に関する研究の推進 

 

 Ｏ１５７に代表される腸管出血性大腸菌感染症は県内でも毎年１５０名程度の感染者

が生じており、しばしば重症化することから、食中毒としても感染症としてもその対策は

重大な行政課題となっています。 

 そこで、県衛生研究所において、患者発生時に遺伝子解析機器を使用して迅速かつ詳細

に調べる新たな検査法を導入するなど、的確な対応を行うための科学的な原因究明を行い

ます。 

 また、菌や患者の疫学情報を一体的に集約したデータベースを構築し、関係機関で共有

して広域に患者が散発する集団感染を早期に探知するなど、感染拡大の防止を図ります。 

 

 

(3) 介護・リハビリの負担を軽減する新技術の導入 

 

① 介護ロボット等の新技術・新製品開発支援 

 

 ロボット活用ニーズの高い介護・リハビリ分野におけるロボット導入を促進するため、

産学連携による研究開発の支援に加えて、介護施設のニーズとロボット関連メーカーの円

滑なマッチングを支援する研究会の開催などにより、新技術・新製品開発の支援を行いま

す。 

 

 

② 介護ロボットの普及促進 

 

 介護ロボットの導入による介護従事者の負担軽減や業務の効率化を図り、介護従事者の

確保・定着を図るため、介護事業所における介護ロボット導入促進を図っていきます。 
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２ 環境にやさしく低炭素な社会をつくる新技術の普及 

 

 東日本大震災とその後に発生した電力不足を契機として、本県では、埼玉エコタウンプ

ロジェクトを中心としたエネルギー対策の取組を強化し、再生可能エネルギーの活用によ

る創エネや省エネの徹底に取り組んできました。 

 今後、埼玉エコタウンプロジェクトの検証等を進めるほか、水素エネルギー、再生可能

エネルギー、蓄電技術など環境にやさしいエネルギーや技術の普及拡大を推進します。 

 

 

(1) 埼玉エコタウンプロジェクトの検証等 

 

① エコタウンの検証等、既存住宅のスマートハウス化の推進 

 

 埼玉エコタウンプロジェクトのモデル市において既存住宅のスマートハウス化を推進

します。併せて、エコタウンの検証等を行うとともに、災害時にも活用可能な家庭用蓄電

池普及モデルの構築や賃貸共同住宅のスマートハウス化を進めていきます。 

 

 

(2) 多様なエネルギーの利用拡大 

 

① 水素社会の実現に向けた取組の推進 

 

 燃料電池自動車（ＦＣＶ）の購入者、水素ステーションの設置者、燃料電池の設置者へ

の補助を行うなど、水素エネルギーの普及を推進します。 

 併せて、水素エネルギーの有用性及び安全性に関する県民の理解を深めるため、学校な

どでの環境教育を推進するほか、国に対して国民全体の意識の醸成を図ることを要望しま

す。 

 

 

② 再生可能エネルギーの利用推進 

 

 太陽光発電の普及拡大を図るなど、再生可能エネルギーの徹底活用を推進します。 

 また、県有施設への太陽光発電設備等の設置など、公共施設等に対する再生可能エネル

ギー関連設備の設置を推進します。 

 併せて、人口減少社会における流域下水道事業の安定的経営を図るため、下水汚泥の消

化過程で発生するメタンガスを利用したバイオガス発電の導入等を推進します。 

 

 

 

県議会による修正（一部） 

県議会による修正（一部） 
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③ 環境にやさしい新技術の普及促進 

 

 家庭の省エネを進めるため、ＨＥＭＳと併せた蓄電池等の省エネ設備の導入を促進しま

す。 

 また、電気自動車（ＥＶ）*、プラグインハイブリッド自動車（ＰＨＶ）*や燃料電池自

動車（ＦＣＶ）など、次世代自動車の普及を促進します。 

 

 

(3) 環境分野の研究開発の推進 

 

① 県環境科学国際センターによる研究開発の推進 

 

 多様で複雑化した環境問題に対応するため、県環境科学国際センターの試験研究機能の

充実強化を図るとともに、環境に関する総合的・学際的な研究を推進します。 

 

 

② 県産業技術総合センターによる研究開発の推進 

 

 本県の中小企業に向けた技術支援の拠点である県産業技術総合センター（川口市）、及

び同センター北部研究所（熊谷市）において、県内産業が抱える技術的課題に対応するた

め、「先端ものづくり産業」、「環境・エネルギー関連産業」等の分野に重点を置いた研究

開発を行うとともに、その研究成果の企業への移転を図ります。 
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３ 県民生活の利便性を向上させるＩＣＴの活用 

 

 ＩＣＴを活用した技術の進展は県民生活の質の向上に寄与することが期待されます。特

に、ビッグデータやオープンデータの活用は、様々な付加価値を創出し得るものと考えら

れます。 

 そこで、行政の持つデータを積極的に利活用し、行政サービスの向上を図っていきます。 

 また、近年、度重なる大震災やゲリラ豪雨の発生などにより、災害への危機感が高まっ

ていることから、防災情報発信力を強化していきます。 

 ＩＣＴの普及は生活の豊かさをもたらす一方で、情報セキュリティという面では、標的

型攻撃による情報流出などの脅威も生じていることから、県等が保有するデータを守るた

め、情報セキュリティの強化を図ります。 

 

 

(1) データの利活用による行政サービス向上 

 

① 行政情報のオープンデータ化の推進 

 

 埼玉県オープンデータポータルサイトにより、県及び県内市町村が保有する行政情報を、

誰もが自由に利用できるデータとして公開していきます。 

 また、公開したデータを民間事業者がより効果的に利活用できるような環境を整備しま

す。 

 

 

② 交通情報のオープンデータ化、活用の推進 

 

 「出歩きやすいまちづくり」を支援するため、バスの運行状況等がリアルタイムに分か

るバスロケーションシステムの普及を推進します。 

 また、バスロケーションシステムのリアルタイム情報を含むバス情報をオープンデータ

化し、コンテンツプロバイダなどに自由に活用してもらうことでバスの利便性の向上を目

指します。 

 

 

(2) 防災情報の発信、情報セキュリティの強化 

 

① Ｌアラート*（災害情報共有システム）等を用いた防災情報発信力の強化 

 

 安心・安全に関わる公的情報など、県民が必要とする情報の迅速かつ正確な伝達を目的

としたＬアラートや防災情報メールの発信などにより、避難情報や避難所開設情報等を県

民に伝達する体制を強化します。 
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② サイバー攻撃等に対応する情報セキュリティの強化 

 

 頻発・高度化するサイバー攻撃から県民の重要情報を守るため、県と市町村が共同で情

報セキュリティを強化します。県と市町村のインターネット接続口の集約化により、高度

で統一的な情報セキュリティレベルを確保します。 

 

 

 

 

 

 施策指標【基本目標Ⅱ関連】 

 ■ 健康寿命 
    男 16.96年（平成 26年） → 男 17.63年（平成 33年） 
    女 19.84年（平成 26年） → 女 20.26年（平成 33年） 
 
                       *65歳に達した県民が健康で自立した生活を送ることができる期間 

                                (「要介護度２」以上になるまでの期間) 

 ■ 次世代自動車の普及割合 
    11％（平成 26年度末） → 33%（平成 33年度末） 

 

 
県議会による修正（一部） 
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【基本目標Ⅲ】 科学技術イノベーションを支える「人財」を育てる 

 

 

１ 未来の科学技術人材を育てる理科・科学技術教育の推進 

 

 ロボットやＩｏＴ、ＡＩ等の普及に伴い、ビジネスモデルや個人に求められる能力が大

きく変化することが予想されます。そうした時代の変化の中で国際的な競争に負けない知

見や技術など、新たな付加価値を生み出し、世界で活躍できる未来の科学技術を担う人材

を育成するため、科学技術に対する児童生徒の興味・関心を高め、社会の変化に対応でき

る教育を推進していきます。 

 

 

(1) 児童生徒の興味・関心を高める理科・科学技術教育の推進、体験教室の開催 

 

① 指導者の理科教育に対する指導力の向上 

 

 教職員一人一人のライフステージに応じて、小・中・高等学校等の教職員が必要な知識

や技能を習得するため、経験段階に応じた研修を実施します。 

 また、小学校教員を対象とした理科教育推進者としての資質を磨く理科指導力向上研修

を実施するとともに、小・中学校の教員を対象として観察・実験の技術の習得を図る実験・

実技研修を実施します。 

 

 

② 学校における情報教育の充実 

 

 小・中・高等学校等では、各教科等の学習において、子供たちの情報活用能力の育成に

取り組みます。 

 また、ＩＣＴの活用により教員の指導力や教育活動の質の向上を図ります。 

 

 

③ 未来を拓く人材の育成 

 

 将来の科学技術の担い手となる高校生に、豊富な知識と経験をもつ大学や試験研究機関

の研究者・技術者による講義を受けさせたり、高度な専門技術を生かした実験実習を体験

させたりすることで、創造性豊かな人材の育成を図ります。 
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④ 科学実験教室等の開催 

 

 将来、科学者になることを希望する子供たちが、夢の実現に向けて努力するきっかけと

なるよう、研究機関の研究員などの科学分野における埼玉ゆかりのプロフェッショナルの

方々を講師とした「学びと体験」の教室の開催などを行います。 

 さらに、子供たちにものづくりの楽しさを体験してもらうため、部品の組立てから完成

まで、自分の手でロボットを作るロボットづくり体験教室を開催します。 

 

 

⑤ 県立試験研究機関による公開講座等の開催 

 

 県立試験研究機関では、県民への学習の機会の提供や科学に親しむきっかけづくりを目

的として、親子科学教室の開催や環境学習施設を活用した講座などを開催します。 

 また、試験研究の成果のＰＲや新技術等の普及拡大を図るため、成果発表会等を開催し

ます。 

 

 

(2) 時代の変化に対応する理科・科学技術教育の推進 

 

① 高度な理数教育の推進 

 

 より専門性の高い理数教育を行うため、大学や研究機関等との連携を図りつつ、高校生

の科学的思考力や国際性などを育む「スーパーサイエンスハイスクール*」の取組を推進

します。 

 また、スーパーサイエンスハイスクール指定校を各地域の理数教育の拠点校とし、各校

での取組を近隣の小中学校や高校へ普及させ、県全体の理数教育の充実を図ります。 

 併せて、世界で活躍できる国際的な科学技術人材育成のため、大学が実施する「グロー

バルサイエンスキャンパス*」への高校生の積極的な参加を促し、学校の枠を超えた学び

を通して、卓越した意欲・能力の更なる伸長を目指します。 

 

 

② 高度な知識・技能を身に付けた専門的職業人の育成推進  

 

 専門高校等において企業等の支援による技術・技能の指導や商品開発の取組、学習成果

を発表する産業教育フェアの開催、秀でた技術・技能を持った専門家や大学・研究機関の

研究者等による授業、高校生に対する専門資格の取得奨励を通じて地域産業を担う専門的

職業人の育成を図ります。 
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③ 明日の産業を担う専門高校人材の育成 

 

 産業構造の変化と科学技術の急速な進歩に対応できるような高度な職業人材の育成に

取り組みます。 

 

 

(3) 世界で活躍するグローバル人材の育成 

 

① グローバル人材の育成 

 

 海外留学する若者を支援するため、奨学金を支給するほか、時間的、経済的制約などに

より海外留学が困難な学生等を対象として、疑似留学を体験できる機会を提供します。 

 また、埼玉県国際交流協会内に設置したグローバル人材育成センター埼玉において、日

本人学生や外国人留学生に対して、留学支援から留学後の就職支援までのトータルサポー

トサービスを行います。 

 

 

② 海外展開を図る企業への理解とビジネス人材の海外交流 

 

 世界で活躍することを希望する大学生に対し、海外で活躍する県内企業への理解を深め

てもらい、中小企業の人材確保につなげるため、中小企業の経営者による大学での講義等

の取組を推進します。 
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２ 科学技術を担う「プロフェッショナル人材」の育成 

 

 第４次産業革命の進展により大きな変化が見込まれる時代にあっては、専門知識を持つ

人材の育成とともに、現役で働く社会人が学び直す機会を得られることが重要です。併せ

て、本県のものづくりを現場で支える技能者が、産業技術の高度化に対応できるよう、技

術・技能を兼ね備えた人材を育成することも重要です。 

 企業が産業競争力を維持・強化するためには、新たな技術や製品開発といった付加価値

を生み出す高度なスキルを持つ人材の育成が必要ですが、中小企業が単独で人材育成プロ

グラムを実施することには限界があります。 

 そこで、企業や大学・研究機関等と連携し、本県の産業を支える人材育成の取組を行う

とともに、女性やシニアなど、性別や年齢を問わず多様な人材が活躍できる環境を整備し

ていきます。 

 

 

(1) 成長産業を支える人材の育成 

 

① 大学・研究機関等との連携による企業技術者の育成 

 

 大学や研究機関等と連携し、企業の技術者が最新の技術やスキルを学ぶ場を用意するな

ど、企業の技術革新力の向上のための取組を支援します。 

 また、県内唯一の国立大学である埼玉大学の先端産業国際ラボラトリーとの連携により、

医療・健康・介護や新エネルギー関連の研究者、技術者、経営者、学生らが組織の壁を越

えて融合し、異業種・異分野間の研究開発の場を提供する取組への支援を行います。 

 

 

② 先端産業を担う人材の育成 

 

 先端産業創造プロジェクトの重点分野であるナノカーボン分野やロボット分野等への

参入を目指す企業を対象とした、先端技術や開発から事業化まで体系的に習得する実践的

講座を開催します。 
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(2) 埼玉の産業を支える人材の育成 

 

① ものづくりを支える人材の育成 

 

 高等技術専門校において、ものづくりの知識・技能等を習得する職業訓練を行うほか、

ものづくり分野で働く社員のスキルアップを支援するため、企業ニーズや社員のレベルに

応じた在職者訓練を実施します。 

 

 

② 人手不足分野における産業人材の育成 

 

 大学や業界団体等との連携により、高等技術専門校の訓練生に対して高度な技術を学ぶ

機会を提供するなど、人手不足が深刻な建設業・製造業を中心とした中小企業の人材育成

を支援します。 

 

 

③ 企業と大学の連携による課題解決型学習の推進 

 

 県内企業の具体的な課題の解決に向けて、大学研究室のサポートを得ながら学生と企業

が共同して調査・研究・開発等を行う長期インターンシップの推進などにより、学生の実

践的な課題解決力の向上を図ります。 

 

 

(3) 多様な人材の活躍推進 

 

① 「プロフェッショナル人材」の活用 

 

 地域の中小企業に「攻めの経営」の意欲を喚起し、新たな事業展開を担う高度な「プロ

フェッショナル人材」を活用した経営革新の実現を促し、地域経済をけん引する企業の成

長を支援します。そのため、埼玉県産業振興公社に設置したプロフェッショナル人材戦略

拠点において、中小企業の新たな事業展開に必要となる高度な人材のニーズを把握し、企

業と「プロフェッショナル人材」のマッチングを行います。 

 

 

 第 5章 基本目標達成に向けた取組 
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② シニアの活躍推進 

 

 生産年齢人口が減少する中、本県経済の活力を維持する上でシニアの活躍には大きな期

待が寄せられています。 

 そこで、シニアが活躍できる環境づくり等を企業に働きかけるとともに、これまで蓄積

した知識や能力を十分に発揮しながら、本人の意欲や希望に合わせて働き続けられるよう

シニアの就業を支援します。 

 

 

③ 女性の活躍推進 

 

 多様な視点や優れた発想を取り入れて科学技術イノベーションを活性化するためには、

女性が能力を最大限発揮しながら活躍できる環境が必要です。 

 そこで、創業を目指す女性を支援するとともに、企業の様々な分野で働く女性が仕事と

家庭の両立を図るための支援や環境整備を行います。 

 

 

 

 

 

 施策指標【基本目標Ⅲ関連】 

 ■ 授業中にＩＣＴを活用して指導する能力がある高校教員の割合 
    76.3％（平成 26年度） → 100%（平成 33年度） 

 

           第 5章 基本目標達成に向けた取組 
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第２節 計画の適切な進行管理 

 

 計画の推進に当たっては、計画を行政内部だけのものとすることなく、県民の理解を得なが

ら、その声を計画の実行に反映させることが重要です。 

 また、それぞれの施策が効果的・効率的に実施されているか、日進月歩で発展する科学技術

や社会経済情勢の変化、県民・企業のニーズに的確に対応できているかといった点に常に留意

しながら計画の推進を図っていく必要があります。 

 そのため、この計画に基づく施策の進行状況などについて、以下のとおり客観的な視点から

定期的に検証・評価を行うとともに、ＰＤＣＡサイクルに基づき取組を進めていきます。 

 

① 施策評価の公表及び適切な施策の進行管理 

 

 基本目標ごとに県が達成すべき内容を示し、その達成水準を分かりやすく、かつ客観的に

示すため、数値目標（施策指標）を設定、公表します。 

 各施策の進捗状況及び各年度末の施策指標を毎年度確認し、その評価結果を踏まえて施策

の実施方法等について必要な見直しを行います。 

 

② 県民の声の把握及び施策への反映 

 

 県政への県民の満足度調査から本計画の施策評価の分析等を行うなど、県民の声を施策に

反映していきます。 

 また、県政サポーターアンケート等を随時実施し、科学技術分野に対する県民のニーズや

意識の変化などを把握していきます。 

 

 

図 27 PDCAサイクル 

 第 5章 基本目標達成に向けた取組 
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第３節 埼玉県第４期科学技術基本計画の施策指標 

 

指標項目 現状値  目標値 

県内の企業（製造業）が生み出す付加 
価値額 

４．１兆円 
(平成２６年) 

 ４．４兆円 
(平成３３年) 

サービス産業の労働生産性 
３８６．９万円 

(平成２５年度) 
４５６．２万円 

(平成３３年度) 

健康寿命 

*65 歳に達した県民が健康で自立した生活を送ること

ができる期間(「要介護度２」以上になるまでの期間) 

男 １６．９６年 
(平成２６年) 

女 １９．８４年 
(平成２６年) 

 

 

 

男 １７．６３年 
(平成３３年) 

女 ２０．２６年 
(平成３３年) 

次世代自動車の普及割合 
１１％ 

(平成２６年度末) 
３３％ 

(平成３３年度末) 

授業中にＩＣＴを活用して指導する 
能力がある高校教員の割合 

７６．３％ 
(平成２６年度) 

１００％ 

(平成３３年度) 

 

 
県議会による修正（一部） 

           第 5章 基本目標達成に向けた取組 
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 【資料編】 

 

 

１ 用語解説 

 

 本文中、「*」を付けた用語について解説しています。 

 

行 用 語 説 明 

あ ＩＣＴ 

Information and Communication Technology（情報通信技術）の略。情

報（information）や通信（communication）に関する技術の総称。日本

では同様の言葉としてＩＴ（Information Technology：情報技術）があ

るが、国際的にはＩＣＴの方が普及している。総務省の「ＩＴ政策大綱」

が２００４年から「ＩＣＴ政策大綱」に名称を変更するなど、日本でも

ＩＣＴという表現が定着しつつある。 

 

ＩｏＴ 

Internet of Things（モノのインターネット）の略で、あらゆるモノが

インターネットにつながっている状況、あるいは、その技術を指す。例

えば、ＩｏＴにより、家庭ではテレビやエアコンなどの家電製品がイン

ターネットにつながることで外出先から操作が可能になったり、生産現

場では産業機械の部品を作る装置がインターネットにつながることで

全体の管理が可能となり、生産ラインの停止時間の縮減など生産の効率

化が期待されている。 

ウェアラブルデバイス 

腕や頭部などの身体に装着して利用するＩＣＴ端末のこと。例えば、デ

バイスに搭載されたセンサーを通じて装着している人の脈拍数や血圧

などの生体情報を取得・送信することができる。ヘルスケア、フィット

ネス分野などでの活用が期待される。 

Ｌアラート（災害情報

共有システム） 

災害時などに住民の安心・安全に関わる情報を迅速かつ効率的に伝達す

ることを目的とした、新たな情報流通のための情報基盤のこと。 

自治体等が発信する災害時の避難勧告・指示など、地域の安全・安心に

関するきめ細かな情報をテレビやインターネットなどの事業者と共有

し、各メディアを通じた地域住民への迅速かつ効率的な情報提供を実現

するもの。一般財団法人マルチメディア振興センターが運営している。 

オープンイノベーショ

ン 

組織内部のイノベーション（技術革新）を促進するために、積極的に外

部の技術やアイデアなどの資源を活用すること。結果として組織内で創

出したイノベーションは、組織外に展開することが期待される。 

オープンデータ 

政府や自治体など行政機関が保有する情報を誰もが自由に利用できる

形で公開されたデータの総称。オープンデータでは、単に情報を公開す

るだけでなく、ＣＳＶファイルなど機械判読に適した形で公開し、また

誰もが二次利用可能なルールの下で公開されるものとされている。オー

プンデータの意義は、透明性・信頼の向上、国民参加・官民協働の推進、

経済の活性化・行政の効率化とされる。 

【資料編】 
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行 用 語 説 明 

か 
グローバルサイエン

スキャンパス 

国立研究開発法人科学技術振興機構の事業。大学が、将来グローバルに

活躍しうる傑出した科学技術人材を育成することを目的として、地域で

卓越した意欲・能力を有する高校生等を募集・選抜し、国際的な活動を

含む高度で体系的な、理数教育プログラムの開発・実施等を行うことを

支援する。 

 

国際経営開発研究所

（ＩＭＤ） 

スイスに拠点を置くビジネススクール。企業の幹部教育プログラムを実

施するほか、国や企業の産業競争力の調査・レポート作成などの事業を

行っている。 

国連気候変動枠組条約

第２１回締約国会議

（ＣＯＰ２１） 

ＣＯＰは締約国会議（Conference of the Parties）の略で、気候変動

に関する第２１回目の会議が２０１５年にパリで開催された。なお、１

９９７年に京都で開催された第３回会議では「京都議定書」が採択され、

参加した先進国に温室効果ガス排出量の削減が義務付けられた。 

コネクテッドカー 

コネクテッドカーとは、ＩＣＴ端末としての機能を有する自動車のこと

であり、車両の状態や周囲の道路状況などの様々なデータをセンサーに

より取得し、ネットワークを介して集積・分析することで、新たな価値

を生み出すことが期待されている。具体的には、事故時に自動的に緊急

通報を行うシステムや、走行距離や運転特性といった運転者ごとの運転

情報を取得・分析し、その情報を基に保険料を算定する保険、盗難時に

車両の位置を追跡するシステム等が実用化されつつある。 

さ 再生可能エネルギー 
太陽光、太陽熱、風力、水力、地熱、バイオマスなど、永続的に利用する

ことができるエネルギーの総称。 

 サイバー空間 
ＩＣＴを使用して多種多様な情報が流通される、インターネットを初め

とした仮想的なグローバル空間のこと。 

シーズ（Seeds） 
将来に大きな発展を予想させる新技術。また、企業が消費者に新しく提

供する新技術・材料・サービスのこと。 

自営業主 
総務省「労働力調査」における用語。個人経営の事業を営んでいる者の

こと。従業者を雇って個人経営の事業を営んでいる者や、家族経営の事

業を営んでいる者が含まれる。 

次世代自動車 

ガソリン車やディーゼル車など従来の自動車と比べて、環境への負荷を

低減させる新技術を搭載した自動車のこと。具体的には、電気自動車、

燃料電池自動車、天然ガス自動車、ハイブリッド自動車、プラグインハ

イブリッド自動車などがある。 

自動運転走行システム 

自動車の加速・操舵・制動のうち、複数の操作又はその全てを一度に行

うシステムのこと。国では、自動運転のレベルを４段階に区分しており、

レベル１を「加速・操舵・制動のいずれかをシステムが行う状態」、最

も自動運転の度合いの高いレベル４を「加速・操舵・制動を全てドライ

バー以外が行い、ドライバーが全く関与しない状態」と定義している。

レベル４を実現するシステムが「完全自動運転走行システム」とされる。 
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行 用 語 説 明 

さ 小規模事業者 

商工会法第二条に規定する商工業者で、製造業においては、常時使用す

る従業員の数が２０人未満のもの。なお、平成２６年には小規模企業の

振興について定める小規模企業振興基本法が施行された。本計画におい

ては、小規模事業者は「中小企業」に包含するものとしている。 

 

新エネルギー 

新エネルギーとは、新エネルギー利用等の促進に関する特別措置法によ

り、経済性の面から普及が進んでいないが、石油代替エネルギーの促進

に特に寄与するものとして、積極的な導入に向けた支援対象となってい

るもの。太陽光発電、太陽熱利用、風力発電、バイオマス発電などが政

令に定められている。 

人工知能（ＡＩ） 

ＡＩは、Artificial Intelligence の略で、人工的に作られた知的な機

械、又は知的なコンピュータプログラムを作る技術のこと。近年、機械

が自ら学習する技術が開発され注目が高まっている。 

水素エネルギー 
水素を燃焼させたり、燃料電池を用いて水素から電気を作ることなどに

より、生み出されるエネルギー。効率的で環境負荷が少ないエネルギー

として注目されている。 

スーパーサイエンス 

ハイスクール 

国立研究開発法人科学技術振興機構の事業。科学技術・理科、数学教育

を重点的に行う高等学校をスーパーサイエンスハイスクールに指定。

「科学への夢」「科学を楽しむ心」をはぐくみ、生徒の個性と能力を一

層伸ばしていくことを目指し、大学や研究機関とも連携して魅力的なカ

リキュラムの開発を行う。 

スマートハウス 
ＩＣＴにより、家庭内の発電システムや家電などをコントロールして、

エネルギー消費が最適化するよう制御された省エネ住宅。 

生産年齢人口 １５～６４歳の人口のこと。 

世界競争力年鑑 

世界競争力年鑑（World Competitiveness Yearbook）は、平成２６年（２

０１４年）には６０か国・地域を評価対象としており、３３８の評価項

目により、国際競争力を「企業の力（競争力）を保つ環境を創出・維持

する力」として捉え、評価している。 

Society5.0 

国が平成２８年１月に閣議決定した第５期科学技術基本計画で使用さ

れている用語。「超スマート社会」を実現するための一連の取組のこと

をいう。狩猟社会、農耕社会、工業社会、情報社会に続くような新たな

社会を生み出す変革を科学技術イノベーションが先導していく、という

意味を持つ。 

た 第４次産業革命 

ＩｏＴ、ビッグデータ、人工知能、ロボティクスといった高度技術によ

る自律化・相互協調を、蒸気機関による動力の獲得（第１次産業革命）、

モーターによる動力の革新（第２次産業革命）、コンピュータとプログ

ラムによる自動化（第３次産業革命）と同等な産業へのインパクトと位

置付け、もって「第４次産業革命」と呼ばれている。 

 超高齢社会 ６５歳以上の高齢者の占める割合が全人口の２１％を超えた社会のこと。 
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行 用 語 説 明 

た 超スマート社会 

国が平成２８年１月に閣議決定した第５期科学技術基本計画で使用さ
れている用語。必要なモノ・サービスを、必要な人に、必要な時に、必
要なだけ提供し、社会の様々なニーズにきめ細かに対応でき、あらゆる
人が質の高いサービスを受けられ、年齢性別、地域、言語といった様々
な違いを乗り越え、活き活きと快適に暮らすことのできる社会のこと。 

 電気自動車（ＥＶ） 
電気自動車（ＥＶ：Electric Vehicleの略）は、電動モーターで車を駆
動させる自動車のこと。 

な ナノカーボン 
カーボンナノチューブ（ＣＮＴ）に代表される微小な炭素物質で、強く
て軽く、電気や熱を通しやすい特性を有する。こうした優れた特性を生
かして、様々な分野での応用製品の開発が進むことが期待されている。 

 燃料電池自動車 

（ＦＣＶ） 

燃料電池自動車（ＦＣＶ：Fuel Cell Vehicle の略）は、燃料電池によ
り水素から発電した電気によって走行する自動車。走行時に温室効果ガ
スや大気汚染物質を排出しないため、環境に優しい車である。 

は ビッグデータ 

ＩＣＴの進展により、生成・収集・蓄積等が可能かつ容易となった多性
多量のデータの概念。近年、様々なものがインターネットにつながる 
ＩｏＴ（Internet of Things）やセンサー技術等の発達により大量に生
み出されているデータ（ビッグデータ）を収集・分析することができる
ようになってきた。単独では一見価値を生み出さないようなデータであ
っても大量に集めて分析することによって、新たな知見を得られること
があり、ビッグデータ活用の取組が盛んになってきている。 

 プラグインハイブリッ

ド自動車（ＰＨＶ） 

プラグ動車（ＰＨＶ：Plug-in Hybrid Vehicleの略）は、外部電源から
充電できるタインハイブリッド自イプのハイブリッド自動車のこと。 

ＨＥＭＳ 

ＨＥＭＳ（Home Energy Management System の略）は、家庭におけるエ
ネルギー管理を支援するシステムのこと。住宅内のエネルギー消費機器
をネットワークで接続し、稼働状況やエネルギー消費状況の監視、遠隔
操作や自動制御などを可能にする。 

ま マグネシウム蓄電池 
電極にマグネシウムを利用した蓄電池のこと。現在の主流であるリチウ
ムイオン蓄電池に比べて、容量・安全性・価格の面で優位性があり、小
型民生用の様々な機器に活用される可能性がある。 

 

名目ＧＤＰ 

ＧＤＰ（国内総生産）は、Gross Domestic Productの略。名目ＧＤＰは、
その年度に実際に取引されている価格で表した国内総生産。一方、実質
ＧＤＰは、名目ＧＤＰから特定の年の物価を基準として、物価上昇や下
落などの物価変動部分を取り除いたもの。 

や 薬価改定 
医療保険から保険医療機関や保険薬局に支払われる医薬品の価格を、国
が改定すること。実際の販売価格を調査した上で、定期的に改定される。 

ら レセプト 

患者が受けた診療について、病院や診療所などの医療機関や保険薬局が
市町村や健康保険組合等の医療保険者に請求する医療費の明細書のこ
と。診療報酬明細書ともいう。医療機関等が患者が負担した医療費以外
の部分を医療保険者に請求する。 
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２ 策定の経緯 

 

(1) 計画策定の流れ 

 

年 月 項 目 

平成２７年１１月  平成２７年度第１回埼玉県科学技術会議開催 

平成２８年 １月  「第５期科学技術基本計画」閣議決定（国） 

平成２８年 ３月  平成２７年度第２回埼玉県科学技術会議開催 

平成２８年 ７月  平成２８年度第１回埼玉県科学技術会議開催 

平成２８年 ９月  平成２８年度第２回埼玉県科学技術会議開催 

平成２８年１０月 
 県民コメント実施 

 「埼玉県第４期科学技術基本計画（案）」公表 

平成２９年 ２月 
 県議会に議案提出 

 第４１号議案「埼玉県第４期科学技術基本計画の策定について」 

平成２９年 ３月  県議会において議案可決（修正可決） 

 

 

(2) 県民コメントの実施 

 埼玉県県民コメント制度に基づき、郵便、ファクシミリ、電子メール等により意見・提

言を募集しました。 

 

  ・募 集 期 間：平成２８年１０月１２日（水）～平成２８年１１月１１日（金） 

  ・提出意見数：１４件（６名・３団体） 
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(3) 第４１号議案「埼玉県第４期科学技術基本計画の策定について」に対する修正案 

 

頁 項   目 原   案 修 正 案 修正理由 

30 (7) 本県の環

境・エネルギ

ー対策の取組 

 今後も、埼玉エコタウンプロ

ジェクトの拡大・深化を目指し

た取組を継続するとともに、水

素などの新エネルギーの普及

や、再生可能エネルギー活用へ

の取組が重要と考えられます。 

 今後は、埼玉エコタウンプロ

ジェクトの検証等の取組とと

もに、水素などの新エネルギー

の普及や、再生可能エネルギー

活用への取組が重要と考えら

れます。 

５か年計画

の修正に伴

う修正 

38 (4) 環境にや

さしい低炭素

な社会の実現 

 新たなエネルギーが普及し

た自立分散型の低炭素社会づ

くりをより一層推進するため、

既存住宅地のエコタウン化や

地球温暖化対策など、エネルギ

ーの効率的な利用などに資す

る新たな技術の開発・普及が必

要です。 

 新たなエネルギーが普及し

た自立分散型の低炭素社会づ

くりをより一層推進するため、

住宅の省エネ対策の実施やエ

ネルギーの効率的な利用など

に資する新たな技術の開発・普

及が必要です。 

５か年計画

の修正に伴

う修正 

40 基本目標Ⅱ  また、環境にやさしく持続可

能な社会をつくるため、埼玉エ

コタウンプロジェクトの拡大

や環境にやさしいエネルギー

の普及拡大等を推進します。 

 また、環境にやさしく持続可

能な社会をつくるため、埼玉エ

コタウンプロジェクトの検証

等や環境にやさしいエネルギ

ーの普及拡大等を推進します。 

５か年計画

の修正に伴

う修正 

51 イ 環境にや

さしく低炭素

な社会をつく

る新技術の普

及 

 東日本大震災とその後に発

生した電力不足により、大規模

発電所に依存したエネルギー

供給システムの脆弱性が明ら

かになりました。本県ではそれ

以来、埼玉エコタウンプロジェ

クトを中心としたエネルギー

対策の取組を強化し、再生可能

エネルギーの活用による創エ

ネや省エネの徹底に取り組ん

できました。 

 今後、埼玉エコタウンプロジ

ェクトの全県展開に向けた拡

大・深化を進めるほか、太陽光

発電や水素エネルギー、蓄電技

術など環境にやさしいエネル

ギーや技術の普及拡大を推進

します。 

 東日本大震災とその後に発

生した電力不足を契機として、

本県では、埼玉エコタウンプロ

ジェクトを中心としたエネル

ギー対策の取組を強化し、再生

可能エネルギーの活用による

創エネや省エネの徹底に取り

組んできました。 

 今後、埼玉エコタウンプロジ

ェクトの検証等を進めるほか、

水素エネルギー、再生可能エネ

ルギー、蓄電技術など環境にや

さしいエネルギーや技術の普

及拡大を推進します。 

５か年計画

の修正に伴

う修正 
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頁 項   目 原   案 修 正 案 修正理由 

51 基本目標Ⅱ・

取組 

（ｱ） 埼玉エコタウンプロジェ

クトの拡大・深化 

ａ エコタウンの深化、既存住

宅のスマートハウス化の推進 

 埼玉エコタウンプロジェク

トのモデル市において既存住

宅のスマートハウス化を推進

するなど、エコタウンの深化を

図ります。併せて、エコタウン

の全県拡大に向けて家庭用蓄

電池普及モデルを構築すると

ともに、賃貸共同住宅のスマー

トハウス化を進めていきます。 

 

ｂ エコタウンの全県拡大 

 ハウスメーカーなどの民間

事業者と協働し、県内各地の比

較的小規模な街区において、既

存住宅をスマートハウス化す

る「ミニエコタウン」を推進す

るなど、エコタウンの全県への

拡大を図ります。 

（ｱ） 埼玉エコタウンプロジェ

クトの検証等 

ａ エコタウンの検証等、既存

住宅のスマートハウス化の推

進 

 埼玉エコタウンプロジェク

トのモデル市において既存住

宅のスマートハウス化を推進

します。併せて、エコタウンの

検証等を行うとともに、災害時

にも活用可能な家庭用蓄電池

普及モデルの構築や賃貸共同

住宅のスマートハウス化を進

めていきます。 

５か年計画

の修正に伴

う修正 

54 施策指標【基

本目標Ⅱ関連 

】 

（ｲ） 住宅用太陽光発電設備の 

  設置数 

  現状値 １１７，８００基 

  （平成２７年度末） →  

  目標値 ２２５，０００基 

  （平成３３年度末） 

 ５か年計画

の修正に伴

う修正 

62 施策指標 

 

（4） 住宅用太陽光発電設備の 

  設置数 

  現状値 １１７，８００基 

  （平成２７年度末） →  

  目標値 ２２５，０００基 

  （平成３３年度末） 

 ５か年計画

の修正に伴

う修正 
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